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〇ご挨拶0

全国冨等学校進路指導協議会創立40周年を記念して

全国高等学校進路指導協議会 会長／東京都立三田高等学校 校長

笹 のぶえ

全国高等学校進路指導協議会は、創立 40 周年を迎えま

した。40 年の長きにわたり、本会に対して、ご理解とこ
ヤ

協力ならびにこ
‘

支援を賜りました文部科学省、公益財団法

人日本進路指導協会をはじめとする関係各所の皆様に、厚

く御礼申し上げます。また、本会の充実と発展にご尽力い

ただき、成果を上げられた歴代会長・事務局長をはじめと

する全国の先輩会員ならびに現会員の皆様のご努力に対し、

深く敬意を表すると共に心より御礼申し上げます。

本会は、昭和 50 年 2 月に、東京都立戸山高等学校の記

念会館において、全国高等学校進路指導連絡協議会として

発会式ならびに設立総会を開催し、初代会長鈴木貞三都立

戸山高等学校長と事務局長宗内昭春都立松原高等学校教諭

の下で、産声を上げました。

その前年の設立趣意書には、「高等学校における進路指

導については、まだ未整備、未解決の問題が山積しており

ます。まず根本的には、『各学校における進路指導に対す

る共通理解や組織体制の確立』、『進路指導主事の負担軽減』

及び 『人権尊重にもとづく進路保障』 等の問題があり、ま

た、『企業等の採用選考開始の時期や統一応募書類の検討』、

『大学入試選抜制度の改善』 の問題等々、これらのいずれ

1つをとってみても、到底各県単独では解決をはかり得な

い問題がよこたわっております。これらの解決のためには、

全国における高等学校が打って一丸となり、全国高等学校

の進路指導組織の結成を計ることが、何よりも肝要である

と存じます。」（原文）とあります。当時の進路指導上の課

題が伝わると共に、その課題を解決し、多くの生徒達の個

性や能力を伸長し、生徒の将来の幸せと社会貢献を切に願

う教師たちの熱い愛情がったわってきます。

設立当初は、関東・近畿・九州の 3 ブロックでスタ ート

しましたが、組織化が急速に進み、現在では、全国10ブ

ロック、全国47都道府県を網羅した組織に成長しました。

設立以来、担任がホ ームル ーム指導において、生徒の進路

学習を効果的に進めるための指導力向上を目指し、指導に

活用できる教材作りに取り組んできました。 その成果は、

全国高等学校進路指導協議会作成のキャリア教育・進路学

習教材として、「高校生のキャリアノ ート」「高校生の進路

ノ ート」「高校生の進路ノ ートベ ー シック」として結実し、

全国の高等学校で活用されるに至っています。HR 活動の

中で、主体的に自らの進路を考えるための教材として作成

されたこれらのノ ートは、進路課題を自分自身の問題とし

て捉え、HR の仲間と共に課題解決に取り組み、自らの行

動変容を促す構成になっており、まさしく、「アクティブ

ラー ニング」を実践する教材です。毎年夏に実施している

全国進路指導研究協議全国大会の初日の分科会では、全国

の高等学校における、これらの進路教材の活用事例・実践

事例を発表してきました。

これらの進路学習教材を主に開発する部会が、進路学習

教材検討委員会です。その他に、本会は、大学進学指導研

究委員会・就職指導研究委員会の合計 3 つの部会をもち、

それぞれにおいて、高校生の進路実現に寄与すべく、研

究・研修を推進してきました。

とりわけ、就職指導研究委員会を中心に、全国へのアン

ケ ート調査をもとに、例年 2 月に実施してきた、新規高卒

者就職問題連絡会議は、高校生の就職問題について、国に

対して、様々な課題を投げかけ、制度改善を図り、高校生

の就職の保障に取り組んできました。「全国における高等

学校が打って一丸となり」の発足時の意志を貫いています。

平成 28 年の夏の参議院議員選挙では、初めて、高校 3

年生が投票権を有し、市民の一員として投票活動に参加し

ました。今年 3 月の高大接続システム会議の最終報告を受

け、来る平成 29 年度初頭には、高等学校基礎学カテスト

（仮称）と大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の「実

施 方針」の策定・公表 が予定されてい ます。4 年後の

2020 年には、東京オリンピック・パラリンピックが日本

で開催され、東京を中心に、グローバル化はますます進展

し、言語や文化の異なる人々と、理解し合い、協働するこ

とが当たり前の社会が到来します。東京オリンピック・パ

ラリンピック開催後の日本の経済構造は大きく変化するで

しょう。平成 34 年度からは、年次進行で新学習指導要領

が実施されます。正解のない時代に、今までのように答え

を探すのではなく、自ら答えを創る力を育むための、新教

科が作られます。そして、将来、日本の生産年齢人口は、

アジアの多くの国と反比例するかのように、加速度的に減

少し、これまで日本が経験したことのない人口構造の社会

を迎えます。ディ ー プラー ニング可能な人工知能を有した

ロボットの開発は、考えることは人間の独自のものであっ

た領域にさえ進出し労働力となっていく可能性をはらんで

います。

今、日本の高校生の学びの在り方や将来の職業生活の在

り方は大きく変わることを余儀なくされています。このよ

ー



うな時代に、主体的に学ぶ意欲を身に付け、論理的な思考

力とコミュニケ ー ション能力を有し、協働できる力やスト

レス耐性を身に付けた生徒たちを育てるために、進路指導

の役割はますます重要になっていきます。

40 年前、本会発会前年に、「到底各県単独では解決をは

かり得ない問題がよこたわっております。これらの解決の

ためには、全国における高等学校が打って一丸となり、全

国高等学校の進路指導組織の結成を計ることが、何よりも

肝要であると存じます。」と決意された熱い思いに改めて

立ち返り、高校生の進路実現を支援してまいりたいと存じ

ます。

この創立 40 周年という記念すべき節目に当たり、全国

高等学校進路指導協議会は新たな創造と発展に向け、充実

した一歩を踏み出しました。次代の日本を支える有為な高

校生を育むために、関係の皆様には、今後とも、本会に対

する変わらぬご理解とこ
＇

支援を賜りますようお願い申し上

げます。結びに、本会の更なる発展を祈念して、ご挨拶と

させていただきます。
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0全高進設立40周年への祝辞〇

全裏進のさらなる発展•充実を

公益財団法人日本進路指導協会 会長

近藤 信司

「全国高等学校進路指導協議会」が昭和50年に発足して、 導」への転換期に進路指導の推進という課題に応えるべく

40周年を迎えられましたことに衷心よりお祝いを申し上 全国組織化を目指し、様々な取り組みを実施され見事に達

げます。 成されました。

平成元年までに都道府県すべての高等学校が全国高等学

校進路指導協議会に加入したことにより、貴会が名実共に

全国組織になり、日本の教育界の根幹を担うまでになった

ことに改めて敬意を表します。

さて、現代社会はグロ ーバル化、少子高齢化等の進展が

著しく激しく変化しています。 このような社会に巣立って

いく若者達にとっては、将来を展望することが極めて困難

な時代です。 これからの時代を生き抜く若者達に、自己の

進路を自ら決定できる力を身に付けさせる進路指導の充実

が求められています。 これはキャリア教育の推進が提唱さ

れた理由でもあります。

貴会は、学校教育における「職業指導」 から「進路指

そして、ホ ー ムルー ム活動で使用する進路指導教材、例

えば「進路ノ ー ト」等の開発・出版、さらに研究・研修会

としての「進路学習セミナ ー」「大学進学指導研究大会」

といった全国大会を主催・運営し、自立した全国組織とし

て活動されたことは、大きな成果を挙げておられます。

また、文部科学省・厚生労働省・経済産業省・内閣府と

いった行政の諮問にも応じるなど日本の高等学校教育の発

展・充実に重要な一端を担っていることに敬意を表する次

第です。

これからの社会を支える若者達が自信と誇り、高い志を

持っために貴会のさらなる充実•発展を祈念します。
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0全高進設立40周年への祝辞〇

全国富等学校進路指導協議会の設立40周年を祝して

（前）全国高等学校進路指導協議会 会長／（前）東京都立東高等学校 校長／品川区立東海中学校 校長

野口 敏朗

全国高等学校進路指導協議会が設立40周年を迎えられ

ましたことに、心からお祝いを申し上げます。創設以来、

40年という長きにわたり、本会に対して御理解と御協力

いただいた関係各位に厚く御礼申し上げるとともに、本会

の充実と発展に御尽力いただき成果を挙げられてこられた

歴代の会員の皆様の御努力に対し深く敬意を表します。

本会は、昭和 49年福井県芦原町で開催された第 23 回進

路指導研究協議全国大会において全国組織の結成について

の提言を受け、昭和 50年 2 月に東京都立戸山高等学校の

記念会館で発足しました。以来、進学指導に関する情報や

就職指導に関する情報、キャリア教育に関する情報等、さ

らには、「高校生の進路ノ ー ト」に代表される進路学習教

材等を全国に広く発信し、多くの高校生の進路実現への懸

け橋としての役割を担ってきたと思っています。

私は、2年間、会長として本会に関わってまいりました。

その関わりの中で、40年間の日本社会の変容に目を向け

ることができました。その一つとして、核家族化や少子高

齢化に併せて、高度経済、バブル経済の崩壊、リ ー マン

ショックなど、様々な変化がこの40年を生き抜いてきた

人々にのしかかっているという事実があります。長引く景

気低迷や雁用形態の変化により、求人数の減少や非正規雇

用の増加など、厳しい扉用環境が続いています。一方、世

界情勢では、国際的な競争が一層激しさを増していて、国

際社会の中で存在感を増している中国やインドをはじめ、

アジア各国の若者が海外へ活動の場を広げる中で、国際社

会に飛び込もうとしない日本の若者の「内向き志向 」が懸

念されていることも事実です。

そうした中で本会は、「高校卒業後の進路未定者や一時

的な仕事に就いた者が相当数いることや、若者が就職して

も短期間で辞めてしまう早期離職も依然として問題となっ

ている。」と現状を踏まえ、「このような厳しい雇用情勢の

中で、将来への展望をもって力強く生きていけるよう、社

会の一員として自立して生きていくための知識や技能を学

校教育の中でしっかりと育成するとともに、豊かな勤労観

や職業観を育んでいく 」という使命感をもって活動してま

いりました。具体的には、各地区進路指導協議会と連絡調

整をとりつつ、進路学習セミナ ーや大学進学指導研究大会

の開催、また、厚生労働省とクイアップし、就職に関わる

新規高卒者就職問題連絡会議を開催するなど、様々な取り

組みを展開しております。

かつては、大学までの学習で得た、知識や教養で残りの

人生の変化に十分対応できた時代が長くありました。しか

しながら、現代は、今までのやり方で求められたものが役

に立たない状況に追いやられることも多々あるでしょう。

平成 32 (2020) 年には東京オリンピック ・ パラリンピッ

クが開催されます。先々の建築業界や流通業界等にどのよ

うな影響を与えるでしょうか。開催前後に就職時期を迎え

る子どもたちの進路選択に対してどのような環境提示する

のでしょうか。まったくの未知数です。だからこそ、今、

社会の一員として自立して生きていくための知識や技能を

学校教育の中でしっかりと育成するとともに、豊かな勤労

観や職業観を育んでいくことがより一層、必要になってい

ます。

この記念すべき創立40周年を機に、40年前の本会発会

の設立構想の趣旨を今一度顧みて、『各学校における進路

指導に対する共通理解や組織体制の確立』や 『進路指導主

事の負担軽減』、『人権尊重にもとづく進路保障』等の課題

に対峙し、また、『企業等の採用選考開始の時期や統一応

募書類の検討』や 『大学入試選抜制度の改善』等を含めた

様々な課題解決のために更なる御尽力をいただくことをお

願いいたしまして、お祝いの言葉とさせていただきます。
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創設の経緯

設立40周年を迎え、設立当時のことをあらためてまとめておくことも大切であると考え、『設立五周年記念誌』より、

発足時の経緯をまとめた部分を転載いたします。

●発足までの経過

1974.8.5 第 1 回設立準備委員会

昭和 49.8.5 福井県芦原町で開催された第 23 回進路指

導研究協議全国大会において全国組織結成の提言を行い、

設立準備委員会発足の確認を得た。 ついで同日代表者の間

で、次のような基本的打ち合わせを行った。

（イ） 昭和 50 年度にそなえて、発足はぜひとも本年度内

にする。

（口） 加盟は各都道府県、各団体単位とする。

（ハ） 加盟数が全国の協議団体の過半数に満たなくとも見

切り発車する。

（二） 設立趣意書並びに規約案については、次回で検討す

る。

1974.9.27 第 2 回設立準備委員会

昭和 49.9.27 第 2 回設立準備委員会を大阪市で開催、

次の事項についての協議を行った。

（イ） 設立趣意書並びに規約の草案作成

（口） 発会式並びに設立総会の構想

（ハ） 発起人代表には東京の鈴木貞三校長を推し、以下発

起人には、関東・九州両ブロックの各県会長全員とす

る。

（二） 近畿ブロックの各府県各団体の調整がつけば、それ

ぞれの会長も発起人に参加する。

1974.12.5 「設立構想」並びに「全国組織構想」を

各都道府県へ送付

昭和 49.12. 5 全国各都道府県高等学校進路指導研究協

議団体並びに同教育委員会あてに設立趣意書並びに全国組

織結成構想を発送した。

1974.12.13 第 3 回設立準備委員会

昭和 49. 12. 13 第 3 回設立準備委員会を東京都で開催、

最終的検討に当たる。

（イ） 発会式並びに設立総会開催の日時、場所、会次第、

役割分担等

（口） 規約案並びに内規案 （会費、表決権等） の審議

（ハ） 発会式の前日 (50. 2. 9) 午後に設立準備委員会の最

終会議を開催する。

資料 1

全国高等学校進路指導連絡協議会設立趣意書

（原文）

高等学校における進路指導の充実発展のために尽力さ

れ、その成果をあげておられますことは、誠にご同慶の

至りであります。

さて、本年 8 月 5 日、福井県芦原町で開催された第

23 回進路指導研究協議全国大会において 「高等学校に

おける進路指導体制の確立をめざす全国組織の結成」に

ついての提言を行ない、「全国高等学校進路指導連絡協

議会設立準備委員会」 発足の確認をいただいたところで

あります。

高等学校における進路指導については、まだ未整備、

未解決の問題が山積しております。 まず根本的には「各

学校における進路指導に対する共通理解や組織体制の確

立」、「進路指導主事の負担軽減」及び「人権尊重にもと

づく進路保障」 等の問題があり、また、「企業等の採用

選考開始の時期や統一応募書類の検討」、「大学入学者選

抜制度の改善」 の問題等々、これらのいずれ 1 つをとっ

てみても、到底各県単独では解決をはかり得ない問題が

よこたわっております。

これらの解決のためには、全国における高等学校が

打って一丸となり、全国高等学校の進路指導組織の結成

を計ることが、何よりも肝要であると存じます。

その後、設立準備委員会においては、鋭意全国組織結

成に向って検討を進めて参りましたが、各県における進

路指導研究団体のご賛同をいただいた上で、昭和 50 年

度に備え、是非とも、本年度内にその発足をはかりたい

という方向で合意に達しました。

つきましては、その発会式並びに設立総会を来る昭和

50 年 2 月 10 日（月）東京において開催する予定でありま

す。

いずれ具体的には来年 1 月初旬に改めてご連絡申しあ

げたいと存じます。

なお本件について、貴県のご意見なりご希望なりござ

いましたらお寄せ下されば幸甚に存じます。

12 月 5 日 全国高等学校進路指導連絡協議会

設立準備委員会

発起人代表

東京都高等学校進路指導協議会

会長 鈴木貞三（東京・都戸山校長）

発起人

茨城県高等学校教育研究会進路指導部会

会長 田中義雄（茨城・県水戸商業校長）
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創設の経緯

この基本原則、いわば原点に立って、各教育現場では
校長自らが率先して、これまでの虚像を打ちこわす勇気

と英知をもって全教師をリ ー ドすべきであり、教師はま

た、自分の専門教科の授業を行うことで、任務の大半は
なし遂げえたかのような錯覚に落ち入っていてはいけな

いでしょう。そしてまた、進路指導にもっとも重要なポ
ストはホー ムルー ム担任その人なりという認識即ち青年
期におけるガイダンスとしての人生観、職業観の確立を
指導し援助する、いわば人生設計の指導者はホー ムルー

ム担任その人であり、進路主事はそれらへの助言者であ
り、情報提供者であり、重要なプランメ ーカーではある
が、あくまでもスタッフであり、主役はホー ムル ー ム担
任その人であるという考え方が徹底する必要があると思
われます。
4. 全国高校進路指導組織結成の提唱

高校における進路指導の現状に多くの問題があること
は、誰しも否定できないものであります。 G ·N ·P自
由世界の第2位という高度成長のもと、若年労働力の不
足から大企業等における学歴偏重の弊は、かなり是正さ

れてきたのは事実でありますが、依然著名大学に対する

指定校制度は生きており、それらを中心として進学熱は
ますますエスカレ ートの傾向にあります。したがって文
部省や教育評論家、学者方が声を大にしてガイダンス論

を提唱されても、それのみでは現状の問題解決の道は遠
く困難であると思われます。

結論的には、われわれ現場教師が進路指導のあるべき
姿に目ざめ、それを強力に推進してゆく以外に道はない
のではないでしょうか。換言すればこうした流れを変え

るキ ー・ポイントを握る者は誰でもなく、われわれ進路

指導に直接たずさわっている者たちであり、このまま安
かんとして成り行きのままに推移させることの罪は、わ

れわれ自身の中にあると言ってもよいのではないでしょ
うか。

このような意味から、全国の同じ立場にあるお互い同

志が、その力を結集して立ちあがるべきではないかと考

えます。そして討議し研究を進めてゆく足がかりを生み
出してゆくべきだと思います。

幸い、近畿、関東、九州の3地区には、すでに各県の
進路指導研究団体が結成したブロック協議会が誕生して
おります。そして、この輪を拡大して、これを全国組織
に発展させたいと熱望しております。それは、各県だけ
では解決できない問題が多いので、ブロックヘと発展し

たのですが、ブロックだけでも解決できない問題が多く

あり、是非とも全国的な組織が必要であることが痛感さ

れているからであります。全国の高校で自主的な協議組
織をつくって真剣に討議しあえる場が誕生すれば、その
力を結集することによって多くの壁を打ち破ることも充

分可能であると考えられます。

5. 全国組織結成後の懸案
全国組織が結成されたとき、取り上げられ討議し解決

をはかるべきであると思われる事項をいくつか列挙して

みます。

①就職関係 （イ）就職のための選考開始時期の検討

（口）公務員資格試験への統一見解

（ハ）就職差別の問題（同和対象地区出身生
徒・定時制生徒・外国籍の生徒・心身

障害生徒 ）
（二）統一応募書類の改善

（ホ）就職内定生徒の卒業前の実習、研修等
の禁止に対する統一見解

（へ）企業の学校訪問の規制
（卜）県外企業の招請による教師の企業見学

の規制

②進学関係 （イ）大学入試制度の改善要請
（口）調査書の内容改善要請

（ハ）各大学の入学願書内容の改善要請

（二）高校からの大学推薦入学制度の推進
（ホ）各種学校の位置づけ並びに取り扱い検

討

③共通事項 （イ）進路指導主事の位置づけの問題
（口）進路指導主事の負担軽減の問題

（ハ）補助事務員の定員化の問題

（二）進路指導施設設備の標準化の問題
④その他 公務員関係の採用試験のあり方の問題

や、高卒資格認定制度の問題等いろい
ろあると考えられます。

●発 足

1975.2.10 発会式並びに設立総会

日時 昭和50年2月10日 10:30~14:30 

場所 東京都立戸山高等学校記念会館
日程 ①開会

②設立準備委員長あいさつ

③経過報告

④来賓祝辞（文部省、労働省、全国高等学校長協会、
日本職業指導協会、東京都教育委員会）

⑤議長選出

⑥規約案審議
⑦活動方針案審議

⑧役員選出（紹介並びにあいさつ）
⑨閉会

⑩祝賀会
2月10日、全国31都道府県から38団体の代表者ら 80

人が東京・戸山高校の記念会館会議室で開かれた〈全国組
織〉発会式と設立総会に臨んだ。

午前 10時30分からの発会式は、鈴木貞三設立準備委員
長（東京・戸山校長） のあいさつで始まり、今川和氏（福
岡・戸畑商） が設立にこぎつけるまでの経過を報告した。

つづいて、荒井昭雄文部省教科調査官、吉谷二郎労働省
主任中央職業指導官、成田喜澄高校長協会会長（東京・青
山校長） らの祝辞で発会式を終えた。

，

 









(1) 大学入試制度改善についての検討

(2)推薦開始時期の検討（進学・就職）

（研究課題）

0応募書類の検討（進学・就職）

0就職における諸問題の検討

0ホ ー ムルー ムにおける進路指導の研究

0研究協議大会の開催

0各種関係機関との連携

創設の経緯
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昼食の後、各地区組織の現況ならびに問題点が話し合わ

れ、予定通り午後 2 時 30 分閉会された。

閉会後、希望者による和やかな懇親会がもたれ、会員相

互の親ぼくを深めた。

（設立五周年記念誌より）





道路学習セミナー プログラム

第 1 回進路ノー トセミナー

● 1 日目 (7月 23 日） • 

記念講演 進路指導の理念 進路指導における自己実現とは

研究発表① ロングホ ームル ーム展開のモデル

研究発表② ノ ー トを活用した評価の実践

● 2 日目 (7月 24 日）●

研究発表③ ホ ームル ーム指導のモデルとプログラム

講演 進路指導資料・教材の種類と活用

シンポジウム ホ ームル ームに進路指導をどう定着させるか

第 2 回進路ノ ー トセミナー

● 1 日目 (3月 25 日） • 

※第1回から第8回までの名称は「進路ノ ー トセミナー」であった。

昭和 54 (1979) 年 7月 23 日・ 24 日（サンケイ会館）

近畿大学教授 広井 甫

東京都立城南高等学校教諭 三叶力 里うき

埼玉県立川越工業高等学校教諭 安田 嘉男

東京都立京橋高等学校教頭 森i 茂

茨城大学助教授 佃 直毅

〈問題提起〉船橋市立船橋高等学校校長 芹サト 昭雄

〈問題提起〉茨城大学助教授 ｛田 直毅

〈問題提起〉東京都立京橋高等学校教頭 灼i 茂

〈司会〉文部省初等中等教育局教科調査官 7k�谷負けミ

昭和 55 (1980) 年 3 月 25 日・ 26 日（サンケイ会館）

記念講演教育の現状と進路指導

研究発表① 4年間の実践を通して

研究発表② 職業高校における実践

NHK解説委員

東京都高等学校進路指導協議会事務局次長／東京都 日体桜華女子高等学校教諭

千葉県高等学校進路指導協議会事務局長／千葉県立千葉商業高等学校教諭

〈助言〉日本進路指導協会理事

〈助言〉奈良県高等学校進路指導協議会会長／奈良県立添上高等学校校長

小尾圭之介

鈴木 功

古屋 雄伍

水谷 統夫

金沢 運

● 2 日目 (3月 26 日）● 

講演 生徒理解の方法と技術←�情報の理解と調査・検査 大阪大学助教授

研究発表⑧ 新版・進路ノ ー トのねらいと活用 東京都高等学校進路指導協議会常任理事／束京都立城南高等学校教諭

シンポジウム LHR に進路指導を定着させるために

〈問題提起〉東北ブロック事務局長／宮城県聖ドミニコ学院高等学校教諭

〈問題提起〉神奈川県立高等学校進路指導協議会事務局長／神奈川県立三崎水産高等学校教諭

〈問題提起〉東海ブロック事務局長／愛知県立愛知商業高等学校教諭

〈問題提起〉東京都教育委員会指導主事

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立松原商等学校教諭

中西 信男

三竹 里美

佐藤 一郎

高橋 爽

三輪田英明

秀島 照次

宗内 昭春

第3回進路ノ ー トセミナー 昭和 56 (1 981) 年 3 月 26 日 ・ 27 日（サンケイ会館）、 30 日（電気ビル）

● 1 日目 (3月 26 日）● 

記念講演 現代青年の進路選択

研究発表① 『進路ノ ー ト』のねらいと活用の方法

研究発表② ロングホ ームル ームはなぜうまくいかないのか

● 2 日目 (3月 27 日）● 

東京学芸大学教授 藤原 喜悦

東京都立大泉北高等学校教諭 鈴オく 茂夫

東京都立京橋高等学校教頭 森i 茂

研究発表⑧ 進路ノ ー トを活用した進路指導

講演 進路指導における検査の活用

埼玉県高等学校進路指導研究会事務局長／埼玉県立白岡高等学校教諭 渡辺l 爾柁欠

早稲田大学助教授 締妊日 lE美

シンポジウム HR における進路指導と進路ノ ー トの活用

「新教育課程編成と進路指導」 〈問題提起〉文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 7k戸谷·.&吹：

〈問題提起〉岩手県高等学校教育研究会進路指導部会事務局長／岩手県立盛岡商業高等学校教諭 針令＊ 忠、JjjJ「本校における進路指導」
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進路学習セミナー プログラム

第6回進路ノ ー トセミナー 昭和 59 (1984) 年3 月 26 日・ 27 日（サンケイ会館）

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演産業社会の変化と就職動向 中部工業大学助教授／経営評論家 木公i甫 附［糸已

講演テレビを通して見た現代若者像 NHKチーフアナウンサー 相川 浩

研究発表①『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 山口県立徳山商業蕎等学校教諭 材； 佳二

研究発表② 『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 神奈川県立大清水高等学校教諭 後服§ 和浩

● 2 日目 (3 月 27 日） • 

研究発表⑧ 『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 千葉県立鶴舞商業高等学校教諭 崩浬f 洋二

講演高等学校における進路指導の現状と問題 文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 山口 政志

シンポジウム 進路指導の方法と技術

「進路指導の方法と技術」 〈問題提起〉茨城大学助教授 ｛田 直毅

「VTR を活用した進路指導」 〈問題提起〉東京都立府中工業高等学校教諭 有旧］ 謄にこ

「週刊進路だよりを通した進路指導」 〈問題提起〉茨城県立石岡第二高等学校教諭 篠；原 行雄

「心理検査を活用した進路指導」 〈問題提起〉東京都立烏山工業高等学校教諭 高崎� 哲哉

「キャリア・ファイルを活用した進路指導」 〈問題提起〉宮城県立泉松陵高等学校教諭 斎f 敏夫

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／束京都立松原高等学校教諭 完引内 昭春；

第7回進路ノ ー トセミナー 昭和 60 (1 985) 年3 月 26 日・ 27 日（海洋会館）

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演教育改革の方向と進路指導 日本学術振興会理事長／前国立教育研究所所長 木田 宏

研究発表①『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 岐阜県立岐山高等学校教諭 宮田 徳邦

研究発表② 『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 新潟県立五泉高等学校定時制教頭／前新潟県立六日IIIJ女子高等学校教諭 高波 信

● 2 日目(3 月 27 日） ●

研究発表⑧ 『進路ノ ー ト』を活用した進路指導 埼玉県立狭山経済高等学校教諭／前埼玉県立坂戸西高等学校 吉澤 勇

講演青年の心理と教師の対応 文教大学教授 石田 恒好

シンポジウム 学校全体を通した『進路ノ ー ト』への取組み 〈シンポジスト〉愛知県立愛知商業高等学校教諭 三輪田英明

第 8 回進路ノー トセミナー

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演 これからの時代、 これからの人間像

〈シンポジスト〉東京都日体桜華女子高等学校教諭 山野 晴雄

〈シンポジスト〉埼玉県立狭山経済高等学校教諭／前埼玉県立坂戸西高等学校 � 勇

〈助言〉文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 山口 �志

〈助言〉東京都立大森高等学校校長 森； 茂：

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／束京都立松原商等学校教諭 赤：内 昭春：

昭和 61 (1986) 年3 月 26 日・ 27 日（私学会館）

東京大学教授 木村尚三郎

研究発表① LHR と SLT を組み合わせた『進路ノ ー ト』学習の実践

研究発表② 「キャリアタイム」を支える『進路ノ ー ト』

福島県会津若松ザベリオ学園高等学校教諭 佐涌侭 � 

岐阜県立瑞浪高等学校教諭 扇本 肇

● 2 日目 (3 月 27 日） ●

講演生涯教育の視点からみた高校進路指導

研究発表⑧ 生徒の理解を求め、生徒に自己理解を深めさせるために

シンポジウム ロングホ ームル ームで進路の時間をどう確保するか

筑波大学助教授 山本 恒夫

岩手県立住田喬等学校教諭 徳i田 石男

〈シンポジスト〉文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 山口 政志

〈シンポジスト〉福島県会津若松ザベリオ学園高等学校教諭 佐涌§ 大

〈シンポジスト〉岩手県立住田高等学校教諭 徳i田 石男

〈シンポジスト〉徳島県立小松島西高等学校教諭 杉ヽ村 昌平

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立松原高等学校教諭 宗：内 昭春；
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第12回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 27 日）●

進路学習セミナ ー プログラム

〈シンポジスト〉京都府立烏羽高等学校教諭 橋冴ミ �± 

〈シンポジスト〉山口県立徳山商業高等学校教諭 材＜ 佳二�

〈司会〉束京都立町田高等学校教諭 池田 豊信

平成 2 (1 990) 年 3 月 27 日・ 28 日（東京都立上野高等学校）

講演新学習指導要領と進路指導 文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 鹿嶋研之助

研究発表① 本学院の進路指導 『進路ノ ー ト』を利用したホ ー ム）レー ム指導を中心に

研究発表② 『進路ノ ー ト』を利用した LHR

研究発表③ LHR を使った進路学習の実践

● 2 日目(3 月 28 日）● 

講演 私立学校における教育の現状と課題 公立学校と比較して

宮城県聖ドミニコ学院高等学校教諭 高橋i 公義

山口県立宇部商業高等学校教諭 永田 英明

東京都立松原高等学校教諭 斗サ中 義晃：

全国高校長協会常務理事／就職対策委員会副委員長／村田女子商業高等学校校長 村田 照子

シンポジウム 新学習指導要領と進路学習 〈シンポジスト〉北海道札幌東商業高等学校教諭 米森 春夫

〈シンポジスト〉広島県立河内高等学校教諭

〈シンポジスト〉東京都中村寓等学校教諭

〈助言〉日本進路指導学会事務局長／束洋大学教授

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立町田高等学校教諭

真鍋 浚三

袴田 博輔

吉田 辰雄

池田 豊信

第13回進路学習セミナー 平成 3 (1991) 年 3 月 27 日・ 28 日（東京都立上野高等学校）

● 1 日目 (3 月 27 日）● 

記念講演 節目に友あり、曲り角に師ありて、 今日の我あり＿思春期の心理と進路指導

研究発表① 本校における進路学習の実践_LHR を中心として

研究発表② ロングホ ー ムル ー ムにおける進路学習の計画と展開

研究発表⑧ 改訂『進路ノ ー ト』の内容とその利用法

● 2 日目 (3 月 28 日）● 

講演 人間としての生き方の指導と進路指導

シンポジウム 改訂『進路ノ ー ト』と進路学習

思春期問題研究所長／日本女子体育短期大学教授 汀：柑｝ 幹i子�

北海道浦河高等学校教諭 柏崎 雅

宮崎県立宮崎商業高等学校教諭 佑沿長 忠洛『

東京都立松原高等学校教諭 平井： 義晃

大妻女子大学教授 金井 肇

〈シンポジスト〉東京都立上野高等学校教諭 1Jヽ材； �4ミ

〈シンポジスト〉束京都立松原高等学校教諭 斗サ中 義沙も

〈シンポジスト〉東京都日体桜華女子高等学校教諭 山野 晴雄

〈助言〉文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 眉携鳥而f之財］

〈助言〉日本進路指導学会事務局長／茨城大学助教授 佃l 直毅

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立町田高等学校教諭 � 豊：信�

第14回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 27 日）● 

平成 4 (1992) 年 3 月 27 日・ 28 日（東京都立上野高等学校）

記念講演 第三の進路＿高校生の海外留学と異文化理解教育

研究発表① 『進路ノ ー ト』を利用した HR 指導

研究発表② 『進路ノ ー ト』を利用した HR の展開と問題点

研究発表⑧ 1学年における進路指導のあり方

カテナ文際交流センター所長／比較生活文化学会理事 向 鎌杵治郎

広島県立廿日市西高等学校教諭 川上弘太郎

東京都立松原高等学校教諭 平：井： 義沙も

神奈川県立高等学校進路指導協議会平成元年度指導方法部会／神奈川県立城郷高等学校教諭 服§田 洋柾t

他 5 名

● 2 日目 (3 月 28 日）● 

講演 高等学校の進路指導に期待する 日本進路指導協会理事 水戸谷貞夫
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シンポジウム いま進路学習に何が求められているか�学・就職指導の新たな展開のために

〈シンポジスト〉埼玉県立蕨高等学校教諭 ＝木寸 �男

〈シンポジスト〉埼玉県立浦和商業高等学校教諭 濱野 弘

〈シンポジスト〉神奈川喋立弥栄東高等学校教諭 柳川 雅一

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立京橋高等学校教頭 粒浦［ 信�一

報告 大学教育改革の現状と進学指導の在り方をめぐって 研究委員会の活動報告を中心に

第 18 回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演 21世紀の日本を創る学校教育への提言

大学進学指導研究委員会

平成 8 (1 996) 年 3 月 26 日・ 27 日（東京都立上野高等学校）

経済同友会前教育委員長／住友信託銀行取締役相談役 栂！井： ｛修

研究発表① 『進路ノ ー ト』を利用した職業観育成と選職離職調査 滋賀県立能登川高等学校教諭 、渡辺1 勉

研究発表② 『進路ノ ー ト』を活用した進路学習 周辺校における進路指導 大分県立緒方工業高等学校教諭 波多埋予�号俊：

研究発表⑧ 進路学習実践へのステップ 『進路ノ ー ト』『進路を選ぶ』を活用して

東京都立上野高等学校教諭 大村 勝久�

シンポジウム LHR における楽しい進路学習実践のヒント 〈シンポジスト〉滋賀県立能登川高等学校教諭 渡辺 勉

● 2 日目(3 月 27 日） ●

〈シンポジスト〉大分県立緒方工業禽等学校教諭 波多野秀俊

〈シンポジスト〉東京都立上野高等学校教諭 メこ村 勝久

〈コーディネーター〉東京都立本所工業高等学校教諭 本間 啓二

〈コーディネーター〉東京都立九段高等学校教諭 ｝こ池 公紀

レクチャ ー① 高校教育改革最前線の進路指導 総合学科の実践に学ぶ

文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官

レクチャ ー② 大学改革と進学指導改善への提言—新しい進学指導の在り方を考える視座

鹿嶋研之助

慶應義塾大学調査役 藤沼 貞弘

進学問題パネルディスカッション 新しい進学指導実践へのチャレンジ 〈パネラ→千葉県立安房高等学校教諭

〈バネラー〉神奈川県立厚木高等学校教諭

〈パネラー〉群馬県立桐生工業高等学校教諭

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立城北高等学校校長

池田 英乗

第 19 回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演
‘

‘生きる力
”

を育てる進路指導への期待

藤田 正彦

柏田 健一

萩原 信一

平成 9 (1997) 年 3 月 26 日・ 27 日（東京都立上野高等学校）

東京家政学院大学学長／第15期中央教育審議会第一小委員会座長／教育課程審議会委員 泊Jll!f 重：男

研究発表① 本校における 『進路ノ ー ト』の活用について 青森県立五所｝1|原工業高等学校教諭 岩山 政則

研究発表② 生涯を見通した進路指導
‘‘

低学年からの意識付け
”

ー 一『進路ノ ー ト』作り

三重県セントヨゼフ女子学園高等学校教諭 �t川 保：

三重県セントヨゼフ女子学園高等学校教諭 橋溝こ 朋文

研究発表⑧ 系統的な進路指導の実践と改善に向けて�路指導部長の立場から

研究協議 LHR における進路学習実践のヒント

報告 『進路学習ベ ー シック・マニュアル』発行について
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東京都桜華女学院高等学校教諭 山野 晴雄

青森県立五所川原工業高等学校教諭 岩廿」 政：則

三重県セントヨゼフ女子学園裔等学校教諭 北；川 保

東京都桜華女学院高等学校教諭 山野 晴雄

〈指導·助言〉文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 鹿嶋研之助

〈司会〉東京都立新宿山吹高等学校教諭 千葉 吉裕

〈司会〉東京都立上野高等学校教諭 大村� 勝久

東京都立本所工業高等学校教諭 本：間 啓二
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● 2 日目 (3 月 27 日） ●

研究発表④ 進路希望の実現を目指した本校における学力向上対策

研究発表⑥ 自己認識の深化と進路目標の確立をめざして

研究発表⑧ 進学指導に係る「職業観」の育成について

研究協議 進学校における望ましい進学指導の在り方を考える

福島県立郡山高等学校教諭 竹哺暴 伸也

群馬県立桐生高等学校教諭 憤i橋i i告昭

兵庫県立八鹿高等学校教諭 盛洛； 浩
福島県立郡山高等学校教諭 ｛左崩§ 伸也

群馬県立桐生高等学校教諭 高橋 浩昭

兵眉県立八鹿高等学校教諭 盛；谷 浩
〈指導 ・ 助言〉文部省メディア教育開発センター教授 池田 輝政

〈指導 ・ 助言〉慶應義塾大学調査役 崩§沼 貞弘

〈司会〉神奈川県立弥栄束高等学校教諭 柳I川 雅一

〈司会〉千葉県立安房高等学校教諭 池田 英乗

第 20 回進路学習セミナー 平成 10 (1998) 年 3 月 26 日・ 27 日（東京都総合技術教育センター）

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演 歴史にみる教育者像 童門 冬＝

研究発表① 目的意識を持たせる進路学習 『進路ノ ート』『インタ ーネット』を活用した本校の実践
北海道岩見沢緑陵高等学校教諭 枯i宮 克芳

研究発表② 『進路ノ ート』を活用した進路指導�学年で取り組む進路学習 新潟県立吉川高等学校教諭 矢川 尽． 

研究発表③ 啓発的な体験学習による職業観の育成

研究協識 LHR における進路学習実践のヒント

● 2 日目 (3 月 27 日） ●

研究発表④ 多角的方面から取り組む進路指導

研究発表⑥ 自己実現を目指す進路指導の試み

研究協議 進学校における望ましい進学指導の在り方を考える

第 1 分科会 『進路ノ ート』の活用方法と授業体験

第 2 分科会 『進路学習ベ ー シック・ マニュアル』の活用方法と授業体験

第 3 分科会 『大学ガイダンスノ ート』の活用方法と授業体験

高知県立伊野商業高等学校教諭 宮.JI I 哲消｝
北海道岩見沢緑陵高等学校教諭 枯｛宮� 克；芳：

新潟県立吉川高等学校教諭 矢：川 界． 

高知隈立伊野商業高等学校教諭 宮川 哲治

〈司会〉東京都桜華女学院高等学校教諭 山野 晴雄

〈司会〉東京都立九段高等学校教諭 大：池 公紀

静岡県立浜松西高等学校教諭 池田 一志

山形県立山形束高等学校教諭 高野 昌二

静岡県立浜松西高等学校教諭 柑り丑 ー店：

山形県立山形束高等学校教諭 憤i野 昌＝

〈司会〉神奈川県立弥栄束高等学校教諭 柳l川 牙佳—

〈司会〉東京都立両国高等学校教諭 岡田 英顕

東京都立新宿山吹高等学校教諭 千身苔 吉
・

杵i

東京都立上野高等学校教諭 大沐寸 勝ウ久�

東京都立本所工業高等学校教諭 本：間 啓＝

東京都立第四商業高等学校教諭 笹： のぶえ

慶應義塾大学 崩§沼 貞弘

千葉県立安房高等学校教諭 消出3 �狐！

第 21 回進路学習セミナー 平成 11 (1999) 年 3 月 26 日・ 27 日（国立オリンピック記念青少年総合センター）

● 1 日目 (3 月 26 日） • 

記念講演 明日をつくる学校教育のグランドデザイン一 一高等学校教育に何を望むのか
岩手県立大学長／前東北大学総長／教育課程審議会副会長／教育課程分科審議会分科会長 匹i褐！ 罹1一

研究発表① 望ましい職業観の育成へのステップ 職業レディネステストと 『進路ノ ート』の活用

研究発表② 進路意識の高揚をめざして

研究発表⑧ 進路希望の変化と進路決定の一事例

研究協議 LHR における進路学習実線のヒント
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千葉県立佐倉西商等学校教諭 植：草 茂生

京都府立田辺高等学校教諭 久保 譲
罵取県立米子工業高等学校教諭 田辺 担

〈司会進行〉東京都立本所工業商等学校教諭 本：間 啓：二

〈司会進行〉東京都桜花女学院高等学校教諭 山野 晴雄
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レクチャ ー 新・高等学校学習指導要領とこれからの進路指導の在り方
文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 鹿携鳥面f之Jl)J

● 2 日目 (3 月 27 日）●
報告 大学進学指導アンケ ー ト調査最終報告 全国高等学校進路指導協議会大学進学指導研究委員会

束京都立両国高等学校教諭 岡田 英顕

研究発表④ 活性化をめざす進路指導

研究発表⑤ 進路意識を高める取り組み

研究協議 進学校における望ましい進学指導の在り方を考える

第1分科会 『進路ノ ー ト』の活用方法と授業体験

第2分科会 『進路学習ベーシック・マニュアル』の活用方法と授業体験

第 3分科会 『大学ガイダンスノ ー ト』の活用方法と授業体験

神奈川県立綾瀬西高等学校教諭

千葉県立佐倉高等学校教諭

神奈川県立麻溝台高等学校教諭

沖縄県立開邦高等学校教諭

〈司会進行〉千葉県立佐原高等学校教諭

〈司会進行〉千葉県立松戸国際高等学校教諭

東京都立第四商業高等学校教諭

東京都立新宿山吹高等学校教諭

東京都立晴海総合高等学校教諭

東京都立本所工業高等学校教諭

千葉県立天羽高等学校教諭

静岡県立富士宮農業高等学校教諭

藤田 正彦

山本 和彦

上田 敏和

押元 正勝

青柳 宣雄

渡辺 恭男

上田 敏和

千葉 吉裕

大池 公紀

本間 啓二

池田 英乗

大村 勝久

第 22 回進路学習セミナー 平成 12 (2000) 年 3 月 27 日・ 28 日（国立オリンピック記念青少年総合センタ ー）

● 1 日目 (3 月 27 日）●
記念講演 高校教育改革のゆくえ いま問われる “

学力 ’'の質、‘‘教育
”

の形 東海大学教育開発研究所教授 秒火山 仁

研究発表① 進路意識の高揚をめざして
研究発表② 3年間を見通した進路学習の実践

研究発表⑧ 各種意識調査を基にした進路指導

● 2 日目 (3 月 28 日）●

岩手県立盛岡第二高等学校教諭 遠藤可奈子

東京都立荒｝1|商業高等学校教諭 元；木 史昭

長崎県立島原商業高等学校教諭 國分 保

第 1 分科会 『進路ノ ー ト』の活用方法と授業体験ー 一進路学習での体験学習をどう組み立てていくか
神奈川県立麻溝台高等学校教諭 上田 敏和

静岡県立富士宮農業高等学校教諭 ナオ寸 勝ウク、

東京都立第四商業扇等学校教諭 笹： のぶえ

第2分科会 『進路ノ ー ト』の活用方法と授業体験� （進路相談）の連携をどう図るか
東京都立晴海総合高等学校教諭 大池 公紀

東京都立工芸高等学校教諭 杉悌t 共冴ll
東京都立本所工業高等学校教諭 本；間 啓：二

第 3分科会 『大学ガイダンスノ ー ト』の活用方法と授業体験 活用事例に基づく展開へのアドバイス

特別講義新学習指導要領とこれからの進路指導の課題

報告 高卒就職をめぐる就職指導に関する実態調査

千葉県立天羽高等学校教諭 消l田 英乗

束京都立新宿山吹高等学校教諭 千葉 吉裕

千葉県立佐倉高等学校教諭 山本 和彦

文部省初等中等教育局職業教育課教科調査官 鹿積鳥研f之助

全国高等学校進路指導協議会就職指導研究委員会
東京都立両国高等学校教諭 岡田 英顕

束京都立深川高等学校教諭 染名; lE男

第 23 回進路学習セミナー 平成 13 (2001) 年 3 月 26 日・ 27 日（国立オリンピック記念青少年総合センタ ー）

● 1 日目 (3 月 26 日）●

記念講演 学校教育の現在、 そして未来へ なにが変わるのか、 なぜ変えるのか
東京大学教育学部長／教育改革国民会議委員 崩§田 英典

研究発表① 多様化する進路目標の実現を目指して
研究発表② 進路ノ ー トの活用研究―インタ ーンシップの実践
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北海道深｝1|東商業麻等学校教諭 川崎 祐子

静岡県立浜松城北工業高等学校教諭 米；山 公雄
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第 25 回進路学習セミナー 平成 15 (2003) 年 3 月 26 日 ・ 27 日（国立オリンピック記念青少年総合センター）

● 1 日目 (3 月 26 日）● 

記念講演 未来に生きる日本人 心の原点を探る 国際日本文化研究センター所長 山折 哲雄

研究報告 『高校生の進路ノ ー トベ ーシック』の編集報告＿『進路ノ ー トベ ー シック』から 『進路ノ ー ト総合版』へ

全国高等学校進路指導協議会進路学習教材検討委員会委員長／東京都立桐ヶ丘高等学校教諭 笹： のぶえ

研究発表①『進路ノ ー ト』を活用した体験学習 東京都立世田谷泉高等学校教諭 杉森 共和

研究発表② 進路意識を高めるHR指導 『進路ノ ー ト』『学級通信』『学年だより』を組み合わせて

京都市立紫野高等学校教諭 吉田 功

研究発表③ 本校の進路指導の現状と課題

● 2 日目 (3 月 27 日）● 

佐賀県立烏栖工業高等学校教諭 斗2 秀号全

講演 働くことの曖昧な不安 揺れる若年雇用の現在 束京大学社会科学研究所助教授 玄田 有史

研究討議 就職慣行の見直しにかかわる動きについて一 一全国高等学校進路指導協議会就職指導研究委員会からの報告

パネルディスカッション 生き残りをかけた大学の挑戦 間違いをしない大学選びのために

「いつでも、 どこでも、自ら学べる能率高き学習環境を目指して 玉川大学の e-Learningの取り組み」

〈パネリスト〉玉川大学メディア教育開発センターセンター長代理 橋本 順一

「立命館アジア太平洋大学の入試と教育システムについて」
〈パネリスト〉立命館アジア太平洋大学アジア太平洋マネジメント学部教授•教学部副部長 月四象 i告

「京都産業大学という大学 グローバル・スタンダー ドの大学を目指して」

〈バネリスト〉京都産業大学副学長 ・ 法学部教授／大学コンソーシアム京都産官学連携共同研究事業部長 今·# 薫
〈コーディネーター〉独立行政法人国立青年の家監事／元大学入試センター進学指導専門官 崩§沼 貞弘

第 26 回進路学習セミナー 平成 16 (2004) 年 3 月 26 日・ 27 日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホール）

● 1 日目 (3 月 26 日）●

記念講演 先端脳科学から教育を考える 北海道大学大学院医学研究科教授 澤口 俊之

研究発表①総合的な学習の時間における進路指導 『進路ノ ー ト』を活用して 福島県立船引嵩等学校教諭 矢崎 芳朗

研究発表② 本校における進路指導の現状と課題 岐阜県立多治見工業高等学校教諭 大山 好武

研究発表⑧ ライフプランを描くことを目指して 『進路ノ ー ト』を利用した取り組み

愛媛県立松山中央高等学校教諭 河野 省治

研究報告 全高進開発進路教材の有効活用法

全国高等学校進路指導協議会進路学習教材検討委員会委員長／東京都立桐ヶ丘高等学校教諭 笹： のぶえ

● 2 日目 (3 月 27 日） • 

研究発表④ 中学校と高等学校を結ぶキャリア教育の推進 埼玉県立小鹿野高等学校教頭 高野 俊彦

研究発表⑥ 『インク ーンシップ・プロモ ー ション』6分野、4能力の理論と実践

―インターンシップを生かしたキャリア教育の展開 三重県立桑名北高等学校教諭 坂田 広峰

レクチャー キャリア教育の推進に向けて 国立教育政策研究所生徒指導研究センター総括研究官 宮下 和己

パネルディスカッション 大学をどう評価するのか←�第三者評価制度導入を目前にして

「高校から見た大学評価の視点」

全国高等学校進路指導協議会大学進学指導研究委員会委員長／神奈川県立弥栄束高等学校教諭 J:田 �和

「産業競争力向上の観点からの大学活動評価手法について」 河合塾大学事業本部評価研究部部長 滝 紀子

「学校法人の格付け」 格付投資情報センター (R&I)格付本部格付第二部シニアアナリスト 下山 直人

「特色ある大学教育支援プログラムの評価について」

大学基準協会特色ある大学教育支援プログラム実施委員会委員／京都大学大学院教育学研究科教授 1I原： 武；一

「生徒により望ましい選択決定をさせるために」 東京都立晴海総合高等学校教諭 千葉 吉裕

第 27 回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 28 日）● 

平成 17 (2005) 年 3 月 28 日・ 29 日（株式会社日本アムウェイ）

記念講演 激変する社会に対応したこれからの教育に期待する 法政大学キャリアデザイン学部教授 栃l木寸 晋次
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第30回進路学習セミナー 平成 20 (2008) 年3 月 26 日・ 27 日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホール）

● 1 日目 (3 月 26 日）•

記念講演新教育課程のめざす学力と人間力の育成

研究発表① 函館商業高校の進路指導と『進路ノ ー ト』の活用

研究発表② 工業高校における『キャリアノ ー ト』を使った進路指導について

研究発表⑧ 総合学科の特性を生かした進路指導の試み

レクチャー 各学校段階を通じたキャリア教育の推進一 一学ぶこと 働くこと

東京大学大学院教育学研究科教授 市川 伸一

北海道函館商業高等学校教諭 I卜玉： 隆

富山県立砺波工業高等学校教諭 大：7]( 誠

香川県立飯山高等学校教諭 島田 修作

生きること

国立教育政策研究所生徒指導研究センター総括研究官 宮下� 和己

● 2 日目 (3 月 27 日） ●

地域ぐるみのキャリア教育実践報告 桑名方式インタ ーンシップ

三重県商工会議所連合会（若者と中小企業とのネットワーク構築事業）コーディネーター 阪野 房義

普通科高校におけるキャリア教育実践報告 学校教育全体で取り組むキャリア教育 山口県立高森高等学校教諭 浦町 昌美

鼎談 なぜ、今、教育界は能力に注目するのか！ 社会人募礎カ・人間カ・就職基礎力

第31 回進路学習セミナー

● 1 日目 (3 月 26 日）•

経済産業省経済産業政策局産業人材参事官室 奥：田 寛司

宮城大学教授（「社会人基礎力育成・評価事業」採択大学）富梢！ 敦：

〈コーディネーター〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立晴海総合高等学校教諭 千課： 吉裕�

平成 21 (2009) 年3月 26 日・ 27 日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホ ール）

記念講演 ディズニ ー ランドに学ぶー一これからの人材教育

三菱総合研究所元研究部長／東京都市大学都市生活学部教授 1jヽ杉ヽ 史且〖

研究発表① 商工高校における進路指導と『キャリアノ ー ト』の活用 山口県立徳山商工高等学校教諭 内山 周則

研究発表②『進路ノ ー ト』の活用 「生きぬく力」を養成する 千葉漂東京学館高等学校教諭 本田 俊晴

研究発表⑧ チャレンジスク ールにおける『キャリアノ ー ト』を使った実践 東京都立稔ヶ丘高等学校教諭 多田早穂子

レクチャー 新学習指導要領とキャリア教育の推進 国立教育政策研究所生徒指導研究センター総括研究官 藤田 晃之

● 2 日目 (3 月 27 日） ●

講演 キャリア教育をどう接続させるか？ ー�新卒労働市場の学歴別・性別趨勢をふまえて

京都女子大学准教授 筒井

講演 就職活動の実態！ ―-高校でも知っておきたい大卒就職事情

鼎談 大学は教育力で選ぶーー大学の教育力を徹底分析

リクルー トワークス研究所主任研究員 豊且］

読売新聞束京本社編集局 生活情報部記者 柏じ本

女子栄養大学常任理事学園政策・運営担当 染名；

〈コーディネーター〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立晴海総合高等学校教諭 =f葉

美紀

義博

美奈

忠彦

吉裕

第32回進路学習セミナー 平成 22 (2010) 年 3 月 26 日・ 27 日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホ ール）

● 1 日目 (3 月 26 日） ●

記念講演 大学教育は今 高等学校に期待すること 国際基督教大学元学長·名誉教授 絹川 正吉

研究発表① 総合的な学習の時間における『キャリアノ ー ト』の活用 山形県立山形 工業高等学校教諭 阿部 新吾

研究発表② 中退防止のためのキャリア教育 『進路ノ ー ト』の有効活用と今後の課題

大阪市立生野工業高等学校教諭 宮坂吉有樹

大阪市立生野工 業裔等学校教諭 松下 興治

研究発表⑧ 学びあい、高めあうキャリア教育ー一『キャリアノ ー ト』の活用 福岡県立小倉商業高等学校教諭 岡本 美加

レクチャー 新年度、学習指導要領総則編スク ー ト ー�すべての高校で、キャリア教育を

国立教育政策研究所生徒指導研究センター総括研究官 崩§田 晃之

● 2 日目 (3 月 27 日） ●

講演 学校から社会・職業への円滑な移行に必要な基礎的・汎用的能力

講演 大学と社会をつなぐー 一立命館大学コ ー オプ教育の取り組み

リクルートワークス研究所主任研究員 辰巳 哲子

立命館大学教授／共通教育推進機構キャリア教育センター長 力哺蕊 �明
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● 2日目(3月27日）●

講演 隠岐島前高校で高校魅力化プロジェクト 島根県隠岐郡海士町隠岐島前高校魅力化プロジェクト教育ディレクター 藤岡 慎＝

講演 なぜ、今、グロ ーバル人材の育成が求められるのか ディスコ代表取締役社長 夏井 丈俊

鼎談 どうなる教育改革 全国学力研究会理事長 河本 敏浩

第36回進路学習セミナー

● 1日目(3月26日） •

「大学ジャーナル」編集委員 後藤 健夫

〈コーディネーター〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立晴海総合高等学校教諭 T菓： 吉惰｝

平成26 (2014)年3月26日・27日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホール）

記念講演危機に立つ大学 大学改革の行方 関東学院常務理事／大学マネジメント研究会会長 本間 政雄

徳島県立吉野｝1|高等学校教諭 池北 理香研究発表① 再編と進路指導一 ーキャリアノ ー トを使って

研究発表② キャリアノ ートを活用した石市女高の進路指導 石巻市立女子高等学校教諭 葛西 智治

静岡県立浜松工業高等学校教諭 後：崩i 立青郁［研究発表⑧ 浜工の進路指導とキャリアノ ートの使用

レクチャ ー キャリア教育の一層の充実を求めて 国立教育政策研究所生徒指導·進路指導研究センター総括研究官 長田 1散

● 2日目 (3月27日）●

講演 リクルー ト『キャリアガイダンス』編集を通して見てきた高等学校進路指導の変遷

講演 大学における授業改革の試み

リクルート「キャリアガイダンス」編集顧問（前編集長）

山形大学地域教育文化学部教授

角田 浩子

小田 隆治

シンポジウム 認証評価機関の評価結果で大学選びが変わる 〈シンポジスト〉大学基準協会事務局長

〈シンポジスト〉大学評価・学位授与機構理事

〈シンポジスト〉日本高等教育評価機構副理事長

〈司会〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立睛海総合高等学校教鍮

工藤 潤

第 37回進路学習セミナー

● 1日目(3月26日）●

岡本 和夫

相良 憲昭

千葉 吉裕

平成27 (2015)年3月26日・27日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホール）

記念講演 大学改革のグランドデザインー 一激変する時代の要請に応えて 慶應義塾大学名誉教授 相磯 秀夫

研究発表① キャリアノ ー トを生かした教育実践について 北海道女満別高等学校教諭 高田 督子

研究発表② キャリア教育の充実に向けた歩み一『高校生のキャリアノ ート』がひらく ・ つなぐ

研究発表⑧ キャリアノ ートを活用した境高校の実践報告

レクチャ ー 全国で推進されるキャリア教育

新潟県立長岡向陵高等学校教諭 島津 優子

鳥取県立境高等学校教諭 小島 潤竺

国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター総括研究官 長田 箭t

● 2日目 (3月27日）●

講演創造的復興教育＿Project Based Learningの可能性を考える

文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課教育制度改革室専門職 倖i郷郎 市
・

兵；

講演 社会が変わる、教育も変わる、だから、「教室」を変えよう Teach Fa「Japan代表理事 松田 悠介

鼎談 『キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書』から十年、 これまでのキャリア教育を振り返る

大阪体育大学教授 宮下 和己

筑波大学教授 藤田 晃之

〈コーディネーター〉全国高等学校進路指導協議会事務局長／東京都立晴海総合高等学校主幹教諭 T我： 吉杵｝

第38回進路学習セミナー

● 1日目(3月28日） •

平成28 (2016) 年 3月28日・29日（東洋大学白山キャンパス井上円了ホール）

記念講演 グロ ーバル時代を生きる若者たち 神田外語大学学長／元みすほホールディングス副社長 酒井 邦弥

研究発表①『キャリアノ ー ト』を活用した客観的な情報に基づく大学選び 東京都立若葉総合高等学校教諭 桜井 伸一

研究発表②『キャリアノ ート』を活かした進路指導 栃木県立宇都宮商業高等学校主幹教諭 黒川 栄子

研究発表⑧ 商業高校における『キャリアノ ート』を用いたキャリア教育 兵庫県立神戸商業高等学校教諭 片山 達弘
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厚生労働省主催 新親冨等学校卒業者就職問題連絡会議

平成6年度

1．労働省挨拶

平成7年2月3日（金）13:30~15:00
於 中央合同庁舎第5号館共用第7会議室

井原労働省職業安定局業務調整課長
2．文部省挨拶

木曽文部省初等中等教育局職業教育課長
3．新規高等学校卒業者の職業紹介状況等について

藤波労働省業務調整課若年者雇用対策係長
4．各地区における新規高卒者の就職状況について

萩原全高進事務局長
5．意見交換
6．全国高等学校進路指導協議会挨拶

森全高進会長
高卒者就職難及び兵庫県南部地震に関する話題が中心。

平成7年度

I 議事次第 I
●労働省挨拶

平成8年2月2日（金）13:30~15:QQ
於 労働委員会会館606号室

井原労働省職業安定局業務調整課長
●文部省挨拶

池田文部省初等中等教育局職業教育課長
•新規高等学校卒業者の職業紹介状況等について

三輪労働省業務調整課若年者雇用対策係長
●各地区における新規高等学校卒業者の就職状況について
●意見交換
●全国高等学校進路指導協議会挨拶

森全高進会長
I 文部省配布資料一覧 I
①平成8年3月高等学校卒業予定者の就職内定状況に関す

る調査結果について（平成7年12月22日付、初等中等
教育局長通知）

②高等学校卒業（予定）者の就職決定（内定）状況の推移
③高等学校の現状等について
④高等学校教育の改革に関する推進状況（平成8年1月）
⑤WHAT'S総合学科
⑥スペシャリストヘの道一 職業教育の活性化方策に関する

調査研究会議（最終報告）一
⑦勤労体験学習総合推進事業(LETS)について
⑧「産業社会と人間」の学習の概要
I 全高進報告事項のまとめ I
1．本年度の就職状況の特徴
●女子の事務系、百貨店等の販売職種系や金融機関等の求

人が少ない。
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●一次合格率の低下と二次の求人が激減し就職指導が大変
であり、公務員や上級学校進学希望が増加している。

●地元志向の高まりと、求人減で希望業種・職種とのミス
マッチが増えた。

2新規高卒者の就職意識の変化並びにこれを踏まえた職業
教育、 就職指導の状況及び問題点

●職業高校では就職指導は充実しているが（資格の取得と
か職業指導）、進学熱の高まりに対する対応が遅れている。
普通高校においては進学熱が高まり、早期からの就職指
導ができず、生徒への対応が遅れがちである。

●職業観・勤労観の育成といった観点からの体系的・組織
的な取り組みが見られるようになってきた。適性検査、
進路学習、講漢会・体験学習・体験発表など積極的に取
り組んでいるところが増えてきたが、保護者・生徒・教
師の意識はまだ低い。

3．企業等から高校・生徒への種々の方法による働きかけの
問題点

●内定後の研修・歓迎会等については、学校側と十分連絡
を取って授業に影響のない範囲で実施してほしい。また、
アルバイトを要請する企業も見られる。

●企業見学は大変よいが、京浜地区で「事前選考」につな
がるのが心配である。

4．職業安定機関が実施する諸事業（職業セミナー、 合同選
考会、 職場見学会、 職業講話）の効果及びこれに対する
要望

●不況の中では2次募集などの情報が少ないので、都道府
県単位、地域ブロック単位等でまとめるなどして、情報
提供の一本化とネットワ ーク化を図ってほしい。

●諸事業は、生徒の体験学習の推進、職業意識の高揚、職
業観形成などに役立つことが多いので、5年先を見通し
た内容での情報交換がほしい。

5 新規高卒者の就職後のフオロ ー及び離転職（希望）者に
対する指導の状況及び問題点

●就職後のフォローは会社を訪問したり、状況調査書を提
出させたりして実態をつかもうとしている学校もあるが、
生徒が相談にくればフォロー する程度で、大部分は本人
任せである。実際には忙しくてそこまで手が回らないの
が現実である。

●職業生活や就職させることに関する価値観の多様化や意
識の変化が、離転職志向を著しく増加させているので、
しっかりとした指導の確立が望まれる。

6．その他、 職業安定機関、 企業などに対する意見、 要望等
●就職協定が軽視され、企業見学等で「事前選考」される

状況は、地方受験者にとって著しく不平等であるので、
防止の徹底をしてほしい。

●二次募集情報の早期提供のための、求人情報のオンライ
ン化を希望する。
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l 内 容 l
1 ． 労働省挨拶

職業安定局業務調整課長 浅野賢司

•高卒就職者の雇用情勢は厳しい。平成9 年度12月末の

求人倍率は1.75倍。11月末内定率80.8％で2 年連続上

昇しているが、上昇率の低下傾向が見られ、地域格差も

ある。さらに、この厳しい経営環境下で内定取り消しの

問題などが含まれている。

●高校生の職業意識の啓発事業に取り組んでいる。

2 ． 文部省挨拶

初等中等教育局職業教育課進路指導専門官 椎廣行

●内定率は昨年とほぼ同じとはいえ、雇用情勢の厳しさは

続いている。

●平成8年度よりブロックごとに進路指導担当者研究協議

会を開催し、新規高卒者に対する就職指導の在り方につ
いて研究協議、情報交換などを行っている。

●高卒就職者の採用枠の拡大を関係機関に要請している。
3 ． 新規高等学校卒業者の職業紹介状況等について

若年者雁用対策係長 國分一行

●求人状況は絶対数が減少し、求人票受理の時期は遅くな

る傾向がある。

●求職者数が減少を続けており、求人の絶対数は減少した

が、求人倍率が 6 年ぶりに増加した。

●就職状況には地域間、産業間、企業規模による格差があ

る。東海地区が好調。北海道が困難な状況にある。就職

者は建設業、技能職分野で増加。金融業、飲食業、事務

職分野で減少。規模別では大企業ほど充足率が高い。中

小企業への就職は増加している。

●希望職種の未定者が増加している。

●離職状況は再び増加。女子の離職者が多い。

●「新規高等学校卒業者に対する就職支援策」の 7 項目の

うち、就職未決定者への個別援助、職業意識啓発を重視

する。

4各地区における新規高等学校卒業者の就職状況等につい

て

挨拶：全高進会長 森郁郎

報告：全高進事務局次長 竹内章

5．意見交換

(1) 調査統計の書式統一について

●労働省より：労働市場調査のために行っている高卒者就

職状況調査の書式は、高校の場合は文部省との統ーがで
きていない。

●文部省より：職安経由の就職統計と学校基本調査を行っ

ているが、職業分類は総務庁のものを使っている。調査

書式の統一については、労働省と早急に検討したい。

(2) 統一応募用紙について

●文部省より：現行の用紙が使いにくいという声があるが、

書式自体の改定は、これまでの改定の経緯があり、簡単

にはいかない。

●文部省より：学歴欄の「00高等学校卒業」に学科名を

書くことについては、統ー用紙の趣旨に反していないの

で構わない。
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(3) 「履歴書」「調査書」の公印省略・ ワ ープロ打ちについ
て

●文部省より：文書のワ ープロ打ちについては、もう少し

実態把握をしてから返答したい。公印省略については適

切ではない。

(4) 求人情報のオンライン化・データベース化について

●労働省より：ほとんどの地域で求人情報のオンライン

化・データベース化にはこぎつけていない。大学生用に

ついては今年度より、一部導入を始めるが、高校の場合、

指定校制とからんで、求人のフルオ ープン検索に是非論

がある。

(5) 一人一社制について

●近畿地区より：このルールそのものは金科至条ではない

が、弱い立場の生徒の進路実現を考えていくべきだ。求

人情報のオ ープン化には、積極的な意義もあることは認

めるが、高校現場の声のほとんどは 「一人一社制を遵守

せよ」というものだろう。

●全高進事務局より：協議会としては、就職問題検討委員

会をつくっており、その場で検討をしていく予定である。

(6) 総合学科 9 月卒業生への配慮について

●文部省より：3年卒を目指したものの単位未修得で半期

遅れた場合、翌年 3月卒業として扱うことは可能。さら

に検討の時間をほしい。

(7) その他

●労働省より

①健康診断は採用試験では行わないよう企業に指導して

いる。

②未充足求人情報は早く出すよう指示してある。
③公務員の合否発表の時期についての要望は、関係機関

に伝える。

④就職状況調査に関する産業分類については、統一を検

討する。

⑤就職書類の提出日9月5日という協定は、書類の到着

日と解釈する。

●文部省より

①企業見学の実施に関しては、3学年7月までに行うの

が原則。ただし、教員が引率して複数人で複数企業を

見学する場合は別である。

平成10年度

1．労働省挨拶

平成ll年2月5日（金）13:30~15:45

於 通商産業省別館825会議室

労働省職業安定局業務調整課 梶田課長

今年度は中高年含めて厳しい。求人も減り、就職内定率

も例年になく低い。扉用活性化総合プランを実施し、未充

足求人情報の提供、就職未内定者への面接会を企画してい

る。インタ ーンシップヘの協力を業界等に指導、学校でも

適職選択の指導を積極的に行ってほしい。
2 ． 文部省挨拶

文部省初等中等教育局職業教育課 椎進路指導専門官
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備や情報提供に取り組んでいきたい。

2．文部省挨拶

初等中等教育局職業教育課進路指導専門官 萩元氏

12月末の統計でも、昭和51年の調査開始以来最低の内

定率であり、特に女子の内定率が厳しい。 日経連等に求人

要請を11月に依頼し、労働省にも就戦準備講習会や説明

会の開催を要請した。12月に中教審から答申が提出され、

小学校からのキャリア教育が取り入れられている。 イン

タ ーンシップ、入学時からの計画的な進路指導に取り組ん

でほしい。

3．新規高等学校卒業者の職業紹介状況について

(1)労働省職業安定局業務調整課（星係長）

①平成12年3月卒業者の求人・求職・就職内定状況

求人数、求職者数ともに昨年より減少。月を追って、

幅が減少。

②新規高等学校卒業者の職業紹介状況等

製造業関係減少。卸小売り関係増加。 中小企業への

就職者増加。

③新規学校卒業者の就職離職状況調査結果

離職率やや減少の傾向。 女子離職率大。

④新規高等学校卒業者に対する就職支援策

65回の合同選考会の実施。 職業研究セミナーを105

回実施。 インタ ーンシップ導入促進支援。 就職準備講

習会の開催。

(2)文部省進路指導専門官（萩元氏）

①平成12年 3月高等学校卒業予定者の就職内定状況

②高校生のインタ ーンシップの推進について

関係機関に要請。6校の推進校。保険制度の創設。

③初等中等教育と高等教育との接続の改善について（中

央教育審議会答申（抄）、平成11年12月16日）

学校生活と職業生活の接続。 ガイダンス ・ カウンセ

リング機能の充実。

④平成12年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予

定者の就職、採用活動について（平成11年12月11

日付、高等教育局長通知）

4各地区における新規高等学校卒業者の就職状況等につい

て

(1)全国高等学校進路指導協議会（竹内事務局長）

全国10ブロックからの報告事項は、集約して資料にま

とめてある。10項目について、それぞれ概要説明。

(2)北海道ブロック（本多事務局長）

求人が非常に少なく、希望の職種に就けない状況である。

対策を要望する。

(3)東北ブロック（小山事務局長）

県外求人が減少した。 高校生枠の確保、インタ ー ネット

の活用を希望。

(4)関東ブロック（木村事務局長）

内定取り消しに、ペナルティは課せないか。 高校生求人

枠の確保、定時制生徒への対応を要望。

(5)東京ブロック（中村事務局長）

高校生枠の確保、合同説明会の開催、インタ ーンシップ

実施の条件整備と情報提供を要望。
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(6)北信越ブロック（宮野事務局長）

障害者への求人確保を要望。

(7)東海ブロック（後藤事務局長）

就職者名簿の用途・必要性はあるか。 インタ ーンシップ

受け入れの援助を。 学校開放に関する予算化を。

(8)近畿ブロック（巴事務局長）

積み上げ方式の求人倍率表記は、有効求人倍率と異なる。

(9)中国ブロック（白石事務局長）

有料職業紹介制度が、高校生の就職に与える影響は。

(10)四国ブロック（田中事務局長）

インタ ーンシップ推進の条件整備を要望。

(11)九州ブロック（山元事務局長）

改正男女雇用機会均等法の指導、高校生採用枠の確保、

企業見学時の内内定の禁止、研修のための 3月入社の禁止

を要望。 インタ ー ネットによる求人が心配である。

5．意見交換（各ブロックの意見・要望に対する回答）

(l)職業安定局業務調整課（梶田業務調整課長）

①量的な求人の確保に取り組んでいる。 職業生活の中で、

自らの能力を切り開いてほしい。

②高卒者求人確保については、年度当初から関係団体へ

要請している。 引き続き努力したい。

③インタ ー ネット利用については、一部求人情報の提供

を行っている。 指定校制の問題もあるが、拡大してい

きたい。

④内定取消に対するペナルティは難しい。 早期に就職で

きるよう取り組む。

⑤合同説明会は広げたい。

⑥就職者名簿については、業務上プライバシーは守られ

ている。

⑦インタ ーンシップについては、モデル校を指定し、試

行中である。

⑧改正男女雇用機会均等法については、求人内容を的確

に記載するように指導したい。

⑨インタ ー ネットの求人情報による高校生の採用試験受

験は、問題があり、学校でも指導してほしい。

⑩インタ ーンシップでの採用内定はよくない。 3年生の

インタ ーンシップはよくない。

⑪採用前の研修で、不適切な場合は指導したい。

(2)職業安定局業務調整課（三野課長補佐）

①地域格差について、応募機会を増やすよう努力してい

る。

②インタ ー ネットは指定校制との問題もあるが、対応を

進めたい。

③内定取り消しについては、厳正に対処する。 対象者に

多くの応募機会を提供したい。

④就職者名簿は、 フォローアップで利用している。 プラ

イバシー については注意している。 改めるところがあ

れば、考慮したい。

⑤インタ ーンシップはこれからの課題である。 文部省と

連携して推進したい。

⑥有料職業紹介事業について、指針を定め（学校を通す、

日程を守る、学校生活に支障を生じさせない）、理解
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(8) 近畿ブロック

一人一社制などの就職慣行の見直しを急ぐべきではない。

都市部以外の就職状況が特に厳しい。また女子の就職状況

が厳しい。対策を要望。インタ ーンシップについては、普

通科での進め方と企業側の受け入れ姿勢が課題。

(9) 中国ブロック

求人数は昨年に比べて2割減。この1年間、フリ ータ ー

防止教育を主なテ ー マとして指導してきた。インタ ーン

シップの充実が今後の課題。

(10) 四国ブロック

求人が少なく、高校生の求人枠の設定を要望。

(11) 九州ブロック

「一人一社制の慣行を早急に是正する必要はない」が大

勢の意見。女子の就職が相変わらず厳しい。雇用均等法を

徹底する策はないのか。

5 ．意見交換

(1)厚生労働省（業務指導課長補佐）

①慣行の見直しについては、高校生の就職問題に関する

検討会議の報告を尊重したいが、地域によって状況が

かなり違うので、それをふまえて検討していきたい。

②求人確保については、労働局の企業側への働きかけが

非常に有効な場合がある。

③育成資金については、中小企業に対する認定訓練制度

がある。

④フリ ータ ー増加については、早い段階から就職意識の

育成をはかる必要がある。

⑤インタ ーンシップ導入への具体的支援策を各部道府県

レベルで作っていく。

⑥雇用機会均等法徹底のため、企業人事担当者の意識向

上に必要な指導を行う。

⑦障害者の就業対策でもハロ ー ワ ー クと連携を保ち、企

業にPRし意識を高める。

⑧ IT 産業への雇用確保についてもハロ ー ワ ー クとの連

携が重要。

⑨オンライン化については、ハロ ー ワ ー クのオンライン

を学校まで広げる構想。

(2) 文部科学省（指導調査係長）

①高校生の就職問題に関する検討会議報告は、「今すぐ

就職慣行の廃止を 」と言っているわけではない。慣行

が実状にそぐわない点があるのは事実なので、地域の

実状に応じて検討していく。

②新規高卒者の求人確保については、経済各団体への要

請を今後も行っていく。

③フリ ータ ー増加は、生徒・保護者の意識、企業の採用

法の問題等、複数要因が絡んでいる。職業体験教育の

支援をする。

④インタ ーンシップに関しては、各連絡会議等を通して

受け入れ要請を行う。

(3) 厚生労働省（業務指導課長）

①自由主義社会においては、経済状況に応じて最終的に

は企業が採用を決める。高卒者の求人確保に関しては、

厚生労働省としてできることはやっていく。
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②女子の内定率アップの問題に関しては、生徒や家庭の

職業意識啓発も必要だ。

(4) その他質疑応答・自由意見等

「就職に関する慣行の改訂が実施されるか否かは、高校

現場にとっては大変重大な問題であり、改訂を疑問視する

声も多数ある中で、見直し・改訂の方向性が決定されたか

のようにも受け取られかねない形での報告を出すべきでは

ない。」という趣旨の発言が高校側から複数あった。

6全国高等学校進路指導協議会挨拶

今後とも就職支援事業に関して高校側から具体的な要望

があれば出してほしい。また、事業の成果に関する報告を

このような場で出してもらいたい。高校生にとってよりよ

い環境を作るべく、連携を保ちつつ力を尽くしていきたい。

平成13年度 平成14年2月1日（金）13:30~15:30

於 東京・中野サンプラザ

l各ブロックからの高卒就職指導の概況

(1) 本年度の就職希望生徒、 求人及び内定状況の特徴

●内定率は全国的に低下して過去最低の地域が多数。求人

件数が激減。全体に就職希望者が減少しているにも関わ

らず、求人倍率が低下している。

●製造業・建設業、情報関連企業で募集停止が増加。事務

職・販売職の求人が減少。理美容・調理師などサ ー ビス

職が増加。女子の就職が厳しい。一度も受験ができない

生徒が多数、二次募集が少なく、未内定者が多い。地元

志向が強い。就職に対する生徒の意識が低い。

(2) 企業の採用方法・内定取り消し・募集中止の状況など

の問題点

●内定の取り消しがあって入社まで不安。募集の急逮取り

止めや、採用人数の縮小があった。求人票と内容の異な

る選考方法が行われた。上級学校の学生を内定し高校生

を採用しない企業が目立った。結果発表まで時間がかか

る。二次試験、三次面接を実施する企業があった。学校

の推薦基準と企業の採用基準に開きがでている。選考方

法が例年と異なる企業が増加。

(3) 新規高卒者の就職に対する学校の取り組み（求人開拓

のための取り組み、就職実現のための生徒への働きかけ

等）

●面接指導の強化や就職模擬試験の実施、マナ ー指導、作

文等の指導、補習授業や就職試験補習授業の実施、資格

取得、個人面談や三者面談の複数回の実施、人間として

の在り方生き方指導まで、指導の工夫が見られる。

●望ましい職業観・勤労観を形成するために、入学当初か

ら、計画的に継続的に進路学習を実施する学校が増えて

きた。

●生徒の意識の高揚と、保護者への早い時期から現状の理

解や意識の啓発が行われるようになった。

●求人開拓には非常に苦労している。

●ハロ ー ワ ー クで一般求人の中からも探すように指導して

いる。
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●閲覧方法は、各高校に対してパスワ ードを付与して、

情報提供をする。

(4)地域求職活動援助事業を活用した新規学卒者等の採

用・就職の促進

•新しい施策とともに、従来からの面接会、就職準備講

習も引き続き実施したい。

(5)高校生の職業生活の移行に関する研究

●就職慣行の見直しで、早急にコンセンサスをまとめる。

このコンセンサスができたら、その地域の中で指導し

ていく。

3．文部科学省担当官からの支援策等の説明

厚生労働省のハローワ ー ク等の具体策を学校現場に伝え、

十分活用し対応をしたい。当面は就職指導をどう展開して

いくかが課題である。高校生の職業意識やキャリア形成を

学校教育でどう図っていくかが課題である。

(l)キャリア教育の推進に関する総合的調査研究

●「キャリア教育推進のための指導資料作成、教材開

発」について キャリア教育推進のための指導資料

の作成と教材開発を早急にしたい。

●キャリアアドバイザーの活用体制のシステムづくり

キャリアアドバイザーを学校に招聘し、グル ープ相談

や講話、現職教育の講師等で活用するような方策を考

えたい。

●進路指導担当教員等のキャリアカウンセリング能力の

向上方策 生徒の進路意識の啓発、職業観・勤労観

の形成が、進路選択の在り方をカウンセリングしなが

ら指導していく専門的な資質を持った先生の養成方法

を研究する。

(2)インタ ーンシップの実施状況

4．全高進からの質問

厚生労働省からの回答は省略

①新規高卒就職者をめぐる就職慣行の見直しについての厚

生労働省の方針、計画について

②中間のまとめに記されている「高等学校就職問題検討会

議」「都道府県高等学校就職問題検討会議」の立ち上げ

についての方針、計画について（特に「準備委員会」の

段階においても、就職指導に直接携わっている高等学校

教員が参加できるようご配慮願えないか）

③次年度に向けた、若年雇用、特に新規高卒就職者に対す

る対策

④障害者の雇用施策の充実強化

⑤求人情報ネットワ ー クの今後の整備計画

⑥新規高卒就職者の有期雇用求人及び就労に対する捉え方

考え方

⑦次年度の職業意識形成支援事業(1月 16日に発表され

た新規高卒者就職支援緊急対策の詳しい内容）

⑧不安定就労若年者（フリー ク ー）への対策に関する今年

度の取り組みの評価、次年度以降の事業計画

⑨派遣労働・パー ト労働などにおける労働環境の向上に向

けた取り組みと、労働者や求職者に対する雇用に関する

法・税制度等の周知方法について

⑩構造的な変化に伴う産業、職業の将来像について、雇用
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をどのように移動する計画があるのか、特に若年者の雇

用創出プランについて

⑪高校生の職業観・勤労観の形成やエンプロイアビリティ

育成のための両省の取り組み（特に文部科学省には、

「キャリア教育」の構築と、その施策）

平成14年度 平成15年2月7日（金）13:30~15:30

1．本年度の就職希望生徒、 求人及び内定状況について

●校種や地域によるばらつきが大きい。

●就職希望者が減り、進学希望が増加。

●就職希望者減少にもかかわらず就職内定率が過去最低と

いう都道府県が多い。

●優秀な生徒でない限り採用をしない。

●短大生や専門学校生と一緒に就職試験を行って高卒者の

採用をしない。

●アウトソ ー シング（業務委託・外部調達）企業の求人や

有期雇用の求人が増えた。

●生徒・保護者の地元志向は強い。

●10月以降の求人がほとんどない。

●工業学科以外の専門高校では、専門性を生かす求人が減

少している。

2慣行の見直しの取組について（学校・企業等関係者への

見直しに関する周知状況、 意見など）

(1)指定校制

●存続と廃止の両方の意見がある。課程や科、公私立、地

域と学校によって意見の違いが見られる。

●インタ ーネットでの公開求人の増加で、制度は徐々に崩

れてきている。

●制度を廃止した企業は、受験倍率が上昇。

(2)一人一社制

●存続を望む意見が多いが、求人数減少の中で機会拡大の

ため見直し、廃止を望む学校や、2次選考以降は未定生

徒の応募機会拡大の意味で複数応募も考慮すべきという

意見もある。

●学校•生徒・保護者・企業に見直しの趣旨が十分に伝

わっていない。

(3)校内選考（時期・方法）

●成績と出欠による選考方法から総合的な判断に改める学

校も見られる。

●校内選考は、学校が企業に適した生徒を選考する効果的

な斡旋システムである。

●企業に責任を持って生徒を推薦するには必要だという意

見が多い。

(4)職場見学会（時期・方法）

●概ねよい評価を得ている。

●事前選考は次のような条件で、拡大してほしい。①参加

者名は学校名までとする。②参加を応募や採用の条件と

しない。③書類等を持参しても受理しない。

●早期離職の防止策として期待がある。
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や適性を考えさせる指導を進 めている。

●保護者の職業に対する意識（子育 ても含む）を調査する

必要がある。

5．求人確保のための学校の取組と課題

●早い時期から学校 全体で組織的に企業を訪問し、求人開

拓を行っている。

●校長 協会 、進路指導部会名での求人 要請を実施している。

●ハ ロ ー ワ ー クと連携を図り一般求人の高校 求人への切り

替え要請 。

●広域の求人票の冊子 は助かっている。

●求人確保 は進路指導 担当教員の力量次第という指摘もあ

り、負担が大きい。

6就職希望生徒への就職支援について学校の取組と課題に

ついて

●新指導 要領における「ガイダンス機能の充実」を意識し

て、入学 時 より、系統的 な指導や体験的 な学習を行って

いる。

●就業 時のミスマッチを防止するため、教師引率の企業 訪

問（職場見学 ）、都道府県主催の「就職支援 セ ミナ ー」

への参加等様々に取り組まれている。

7．キャリア教育の推進について（キャリアアドバイザーの

活用等）

●キャリアアドバイザー 、ジョブ・サポ ー ト・ティ ーチャ ー

は、求人開拓・面接 指導等の応募指導 、事務処理 、資料

整理の進路業務に役立ち、成果をあげている。

●技術・技能を持たない普通高校の生徒が最も厳しい就職

戦線を戦 っている。

●有効に活用 されていない地域 もあり、利用方法、活用例

などを紹介 してほしい。

8 ． 関係機関（職業安定所、 教育委員会、 経済団体等）との

連携状況及び学校間の連携状況について

●教育委員会・労働局・進路指導部会・商工会議所 などが

連携 して、情報交換をしたり、宿泊研修会を開催したり、

求人開拓を行ったり、就職模擬面接や進路説明会等の支

援をしている。

●経済団体の連携が多くの都道府県で進んでいない。労働

局の仲介を期待したい。

●進路担当者が頻繁に変わり、連携 しにく い。職業安定所

の連絡担当者が頻繁に変わり、情報提供の仕方に差があ

る。

9 ． 関係機関（厚生労働省、 文部科学省、 職業安定所、 教育

委員会、 経済団体等）に対する意見・要望について

●厚生労働省、文部科学省、都道府県 教育局などの調査を

総務省統計局などで一 本化してほしい。

●社会状況の変化に伴い、求人開拓 、就職指導に関わる負

担が増えている。

●求人開拓等 学校では限界がある。

●求人の拡大に全力を注いでほしい。

●研修会の開催時期を、就職指導で多忙な時期をはずして

実施してほしい。

●高卒求人票に「戦場見学の可否」 「インタ ー ネッ ト公開

希望の有無」等について統一表記をお願いしたい。
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平成15年度

1．厚生労働省挨拶

平成l6年2月6日（金）13:30~15:30

於 経済産業省別館1028会議室

厚生労働省職業安定局業務指導課長 小島繁夫氏

●完全失業率 は昨年より若干アップした。

●ハ ロ ー ワ ー ク 内に「若年者のためのワンスト ップ サ ー ビ

スセンタ ー」の設置 。

●ジョブサポ ータ ー 100名配置を継続。

●地域の学卒者 対策として求人開拓 推進員として500名配

置する。

●在学中の職業 教育が重要である。

●求人確保のため厚労大臣 、文科大臣が経団連奥田会長へ

要請書を渡した。

●生徒の質の変化（基本能 力の低下）が指摘されている。

勤労観 、職業 観を身につけるため小学校から継続的・計

画的 キャリア教育が必要 。

●ジョブサポ ー ク ー を配置し、未就職者 （高校 生）に個別

支援する。

2．文部科学省挨拶

文部科学省初等中等 教育局進路指導 調査官

石山俊光氏

●モデル地域47箇所を指定 し、新キャリア教育プランの

推進 事業を実施。

●キャリア教育を推進するための、進路指導 研修 講座の拡

充等 。

3．厚生労働省

厚生労働省職業安定局業務指導課長補佐 中村正子氏

●就職内 定状況等について。

●「若者自立・挑戦プラン」の推進のため、キャリア探索

プログラムを拡充し、ハ ロ ー ワ ー クから講師を派遣し、

職業の実態や働 くことの意義について考えさせる。

●全国のハ ロ ー ワ ー クに若年者 ジョブサポ ータ ー 648名配

置。

●フリータ ー 、無 業 者を対象とした職業訓練の拡充（日本

版デュアルシステムの導入）。

●学卒未就職者を短期 間 (3 ヵ月程度 、5 万円褒賞金 ）の

試行雇用する事業を実施。

●地域との連携・協 力による若年者 就職支援 対策の展開。

●各地域における新規高等 学校卒業 者の就職状況について。

4 ． 全高進事務局

千葉吉裕氏

5 ． 各ブロックより

(1)九州ブロック

●福岡には58名の就職支援員が配置 され、効果をあげて

いる。3年間の継続扉用を要望する。 就職支援員予

算は、地域 雇用特別交付金であり、国ではなく 都道府県

が判断する。

●沖縄では、就職面接会等が本島で実施され、離島生徒の

出席が困難 。 助成金制度の要望 は、困難である。

(2) 四国ブロック

● マッチングフェアは好評であった。
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を図り働く自信と意欲を付与する。

●ヤングジョブスポットの見直し等による若者への働き

かけの強化 若年者が集まりやすい場所に出向き、

情報提供、相談等を実施するとともに、インタ ーネッ

トを活用して情報を発信する等により若年者に対する

職業的自立への働きかけを強化する。

●就職基礎能力速成講座の実施 民間業者を活用して、

職業意識啓発、職場におけるコミュニケ ーション能力、

基礎的なビジネスマナ ー等の習得を図るための講座を

10 日間程度実施し、早期の就職促進を図る。

⑧学生生徒に対する職業意識形成支援就職支援の強化

●無償の労働体験等を通じての就職力強化事業（ジョブ

パスポート事業）の創設 ボランティア活動などの

無償の労働体験機会に関する情報の収集・提供を行う

とともに、これらの活動の実績等を記録する「ジョブ

パスボート」を開発し、企業に対する働きかけ等を通

じ、これらの活動実績が企業の採用選考に反映される

よう普及を図る。

●小中高校向けの職業意識形成支援事業の充実（キャリ

ア探索プログラム等による職業意識啓発の推進）
，，，ヽローワークが産業界と連携し学校において実施して

いる、キャリア探索プログラム、ジュニアインタ ーン

シップ等小中高校生を対象とした職業意識形成支援事

業について、対象校の拡大や職場体験活動に係るコ ー

ディネ ート機能等の充実を図る。 具体的には、地域の

魅力ある企業人等の学校への派遣により、職業生活等

に関する実体験に基づく講話を行うとともに、生徒と

の意見交換や演習を実施したり、職業意識形成・就職

支援テキスト、職業選択支援ツ ールを活用し、職業に

ついての基礎理解の促進、プログラム受講の動機付け

を図る。 また、「若年者ジョブサポ ータ ー」を拡充配

置し、一連のプログラムの実施時期・内容等に係る企

画立案、学校・事業所等との連絡調整・マッチング等

の業務を推進する。「仕事ふれあい事業」を再編し、

対象校を拡大する。

•大学及び大学生に対する就職支援の強化 大学間・

学生間の格差の拡大が認められる大学等卒業者の就職

環境を踏まえ、大学等就職担当職員の技能向上や大学

等と職業安定機関との連携強化を図るとともに、学生

職業総合支援センタ ーシステムの拡充等により未内定

学生と未充足人のマッチングの促進を図る。

④若年者に対する就職支援、 就職定薦の推進

●若年者に対する就職実現プランの策定による個別総合

的支援の実施 若年の雇用保険受給者を対象に、再

就職に向けた求職活動計画（就職実現プラン）を個人

毎に作成し、これに基づき個別総合的な相談援助を重

点的に実施する。

●若年者試行雇用事業の拡充（学卒未就職者等を対象と

した若年者トライアル雇用の拡充） 若年者トライ

アル雁用事業は、トライアル雇用終了者の8割が常用

雇用へ移行するなど、若年者の常用雇用実現に大きな

効果を上げていることから、学卒未就職者等を対象に、
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短期間(3ヶ月以内）の試行雇用を通じ、早期の常用

雇用の実現を図るため、若年者試行雇用事業を拡充実

施する。 ハローワークに求職の申込みをしており、職

業経験、技能、知識の状況から適当と判断されるもの

を対象としてトライアル雇用を実施する事業主に対し、

試行雁用奨励金（1月1人あたり5万円）を最大3ヶ
月支給する。 対象者数を 51000 人から 60000 人に増加。

また、ハロ ーワークに専門の相談員 (259 人）を配置

し、対象若年者の適性・能力の把握やトライアル雇用

に関する相談・助言、企業に対する常用雇用移行に係

る助言等を行い、円滑な常用雇用移行、職場定着を促

進する。

●職場定着を推進する施策の充実 中小企業等におけ

る若年労働者の職場定着促進のため、地域の業界団体

が主体となった若年労働者の相互交流、企業人事管理

者を対象とした講習等の取組を促進するとともに、イ

ンタ ーネット等を通じて、働くことに関わる幅広い相

談に身近に応ずる体制を整備する。

⑤ものづくり立国の推進

●工場、民間・公共の訓練施設等の親子等への開放促進、

ものづくり技能に関するシンポジウムの開催、若年者

によるものづくり競技大会の実施等を通じ、ものづく

りに親しむ社会を形成し、その基盤の上に熟練技能の
一層の高度化を図る。

(2)若者自立 ・ 挑戦プランの推進

①実務 ・ 教育連結型人材育成システム（日本版デュアルシ

ステム）の拡充

進路が決まらない学卒者等の日本版デュアルシステムの

受講を促進するための体験講習を実施するとともに、企業、

民間教育訓練機関の取組を促進する施策の強化等を行う。

また、若年者のためのワンストップサ ー ビスセンタ ー

（ジョブ・カフェ）においても受講希望の受付を開始する。

②若年者向けキャリア ・ コンサルタントの養成・普及の推

進

若年者向けのキャリア・コンサルタントを職業能力開発

大学校で養成するとともに、市町村の既存施設等を活用し

たキャリア・コンサルティング等を実施する。

⑧学卒、 若年者向けの実践的能力評価・公証の仕組みの整

備

学卒、若年者が、職業能力開発について目標を持ち、意

欲を持って、取り組むことができるよう、若年者就職基礎

能力支援事業 (YES ープログラム）の普及促進を図るとと

もに、3 級技能検定職種の拡大を図る。

④地域の関係者との連携による若年者雇用対策の推進
若年者のためのワンストップサ ー ビスセンタ ー（ジョ

ブ・カフェ）において、新たに若年者の主体的な企画によ

る就職支援活動や、インタ ーネットを活用した相談・助言

を行う等、就職支援機能の一層の強化を図る。

2．平成17年度施策について（文部科学省）

文部科学省では、キャリア教育に関する主な施策として、

新規に「キャリア教育実践プロジェクト」を創設すること

となった。 また、平成 16 年度より行っている「新キャリ
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ローワ ー クに、フリーターの常用雇用化に係わる就職支援
業務を担当する「若年者ジョブサボーター 」を措置し、フ
リータ ー常用就職支援事業を効果的に推進する。次のよう
な支援策を実施する。①就職活動等に係わる助言、②常用
求人に係わる個別求人開拓、③継続的な求人情報提供、④
フリーターを対象とした合同選考会の開催、⑤職業相談・
職業紹介、⑥就職後の職場定着指導、など。
®若年者試行雇用事業の拡充

若年者試行雇用事業について対象者を拡充するとともに、
新たに長期若年無業者等を対象に、働く自信と意欲を高め
つつ、段階的に常用雇用への移行を促進するため、短時間
勤務による試行雇用事業を実施する。若年者トライアル雇

用事業は、トライアル雇用終了者の8割が常用雇用へ移行
するなど、若者の常用雁用の実現に大きな効果を上げてい
ることから、フリータ ーを重点に事業を拡充する。この事
業は、トライアル雇用を実施する事業主に対して、試行雇
用奨励金を最大 3ヶ月支給するものである。
④実務・教育連結型人材育成システム（日本版デュアルシ

ステム）の推進
若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、

企業実習と座学を連結させる教育訓練（日本版デュアルシ
ステム）を導入する企業に対する助成措置の拡充等導入環
境の整備を行い、同システムの社会的定着を図る。
⑤フリーターの正社員登用の促進

経済団体の協力によるモデル事業の推進等により、フ
リー ク ー正社員登用に取り組む企業の拡大を図る。
⑧若者に対する農業就業の支援

フリーター等の若者に対し職業指導を通じて、農業で働
くことについて意識の明確化を図るとともに、農業への就
業を希望する者に対しては、情報提供や農業研修のあっせ
ん等により農業への就業を支援する。
⑦就職募礎能力速成講座の実施

民間事業者を活用して、職業意識啓発、職場におけるコ
ミュニケ ーション能力等の習得を図るための講座を10日

間程度実施し、早期の就職促進を図る。
(2)若者の働く意欲や能力を高めるための総合的取組
①ニート等の自立を支援するための地域における体制の構

築
各地域に「地域若者サポートステ ーション（仮称）」を

設置し、若者の置かれた状況に応じた専門的な相談を行う
とともに、地域の若者支援機関のネットワ ー クの中核とし
て各機関のサー ビスが効果的に受けられるようにすること
により、ニート等の自立を支援する。
②若者の就業をめぐる悩みに対する専門的相談体制の整備

全国のハローワ ー ク、ヤングハローワ ー クプラザ等にお
いて、専門的人材によるカウンセリングサー ビスを提供す
る体制を整備し、若者の就業をめぐる悩みに的確に対応す
る。
③「若者自立塾」事業の推進

合宿形式による集団生活の中で、生活訓練、労働体験等
を通じて、職業人、社会人として必要な基本的能力の獲得、
勤労観の醸成を図り、働く自信と意欲を付与する「若者自
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立塾」事業を推進する。
④無償の労働体験等を通じての就職力強化事業（ジョブパ

スポート事業）の充実
ボランティア活動などの無償の労働体験の活動実績を記

録し、企業の採用選考に反映されるよう「ジョブパスボー

ト」の普及、内容の充実を図る。
有効活用を図るため、利用する若者自身をはじめ、企業、

学校、ボランティア団体等を対象に、利用実態、利用ニー

ズ、運用上の課題を把握するため、アンケ ート調査、聞き
取り調査等を行う。さらに、有識者による「ジョブパス
ポート活用推進のための検討会議」を開催し、こうした調
査の成果を踏まえ、ジョブパスポートを活用した就職成功
事例の要因分析、ジョブパスボートに係わる効果的な指導
方法・研修プログラムの開発、企業、学校、ボランティア
団体等に対するアプロー チ方法など、さらなる効果的な活
用促進方策について検討を行う。
⑤ものづくり立国の推進

工場、民間·公共の訓練施設等の親子等への開放促進、
ものづくり技能に関するシンポジウムの開催、若年者によ
るものづくり競技大会の実施等を通じ、ものづくりに親し
む社会を形成し、その基盤の上に熟練技能の一層の高度化
を図る。
⑧若者の人間力を高める国民運動の充実

若年者雇用問題について国民各層の関心を喚起し、若者
に働くことの意義を実感させ、働く意欲・能力を高めるた
め、経済界、労働界、地域社会、政府等の関係者が一体と
なり取り組む国民運動の充実を図る。「若者の人間力を高
めるための国民会議」を引き続き開催し、高い見識に基づ
く若者の人間力向上についての活発な議論を行い、各界各
層の主体的な取組を牽引する。
(3)学生から職業人への円滑な移行の実現
①若者の募集採用方法等の見直しの推進

若者の就職機会の拡大、公平性の確保等を促す観点から、
経済団体の協力によるモデル事業の推進等、若者の募集採
用方法等の見直しの取組を推進する。
②若年者向けキャリア・コンサルタントの養成・普及の推

進
若年者向けのキャリア・コンサルタントを職業能力開発

大学校で養成するとともに、市町村の既存施設等を活用し
たキャリア・コンサルティング等を実施する。
⑧学卒、 若者向け実践的能力評価・公証の仕組みの整備

学卒、若者が、職業能力開発について目標を持ち、意欲
を持って、取り組むことができるよう、若年者就職基礎能
力支援事業(YES ー プログラム）の普及促進を図るととも
に、3級技能検定職種の拡大を図る。
3．平成18年度施策について（文部科学省）

文部科学省では、キャリア教育のさらなる推進を図るた
め、平成 17 年度に引き続き「キャリア教育実践プロジェ
クト」を推進することとなった。また、平成 16 年度より
行っている 「新キャリア教育フ

゜

ラン推進事業の実施」につ
いても、さらなる充実を進めていく。
(1)新キャリア教育プラン推進事業
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称）等の担当制による一貫した就職支援を実施する。

•ジョブカフェにおけるきめ細かな就職支援の実施

若年者のためのワンストップサー ビスセンター（ジョ

ブカフェ）において、職場定着を促進するための支援

を行うとともに、各地域のジョブカフェが相互に連携

を図りつつ就職支援を行うなど、若者の状況に応じた

きめ細かな支援を実施する。

•フリーター等の若者に対する農業就職支援 フリ ー

ター等の若者に対し職業指導を通じて、農業で働くこ

とについての意識の明確化を図るとともに、農業への

就業を希望する者に対しては、情報提供や農業研修の

あっせん等により農業への就業を支援する。

③実践的な能力開発の実施

●産学官の連携による「実務 ・ 教育連結型人材育成シス

テム（日本版デュアルシステム）」の普及促進 若

者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、

企業実習と座学を連結させた教育訓練の受講を促進す

るための体験講習や、実習先企業の開拓等企業や民間

教育訓練機関の導入を促進することにより、実務・教

育連結型人材育成システムの社会的定着を図る。

●若年者試行雇用事業の推進 フリ ーターや学卒未就

職者等について、早期の常用扉用の実現を図るため、

若年者試行雇用事業を推進する。

(2)フリータ ー ・ニートをはじめとする若者の自立支援

①地域若者サポートステーションの拡充強化

ニ ート等の若者に対する地域の支援拠点としての地域若

者サポートステ ーションについて、メンタル面でのサポー

トが必要な若者に対してきめ細かい相談を行えるよう、専

門支援体制の強化を図るとともに、箇所数を拡充する。

25カ所 → 50カ所

②「若者自立塾」事業の拡充

合宿形式による集団生活の中で、生活訓練、労働体験等

を通じて、若者に働く自信と意欲を付与する「若者自立

塾」事業の拡充を図る。 25カ所 → 40カ所

⑧若者の自立支援に功績のある団体等に対する厚生労働大

臣表彰等の支援（新規）

若者が自立・チャレンジする機運を社会全体として高め

るため、職業的自立の実現に顕著な功績が認められる企

業・個人・団体に対し、厚生労働大臣表彰を行うとともに、

表彰者等が意見交換を行うフォ ー ラムを開催する。

(3)学生から職業人への円滑な移行の支援

①高校生向け就職ガイダンスの拡充

職業への理解促進、就職活動の仕方などに関する講習を

行う「就職ガイダンス 」について、常用就職者とフリ ー

ターとの賃金や生活面での格差の実態等フリ ーター化の防

止に資する内容を盛り込むなどの内容の再編を図るととも

に、就職希望者が多い学校の希望者全員にガイダンスが実

施できるよう対象者を拡充する。

②若者向けキャリア ・ コンサルティングの普及促進

若者の職業キャリアの円滑な形成を促進するため、若者

向けキャリア・ コンサルタントに必要な能力要件について

ニ ート等の自立も含めた課題にも対応できるよう見直しを
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行うとともに、若者支援施設の指導責任者に対するキャリ

ア・ コンサルタント研修等を実施する。

(4)現場の戦力となる若者の育成

①「実践型人材養成システム」の普及促進（新規）

中小企業及び新規高卒者等に対し「実践型人材養成シス

テム（実習併用職業訓練）」を普及・定着させるため、地

域の事業主団体による先導的なモデル事業を実施し、その

成果を全国に普及させるとともに、同システムに取り組む

認定職業訓練施設や事業主等に対する支援措置を創設する。

②産学官の連携による「実務・教育連結型人材育成システ

ム」の普及促進

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、

企業実習と座学を連結させた教育訓練の受講を促進するた

めの体験講習や、実習先企業の開拓等企業や民間教育訓練

機関の導人を促進することにより、実務·教育連結型人材

育成システムの社会的定着を図る。

(5)複線型の応募機会の拡大に向けた取組の推進

複線型採用の導入や採用年齢の引き上げについての好事

例の提供、経営トップヘの働きかけ、法的整備等の取組を

行うとともに、学生職業センター等における求人企業への

働きかけや産業界との連携により、若者の応募機会の拡大

に向けた取組を推進する。

3平成19年度施策について（文部科学省）

(1)キャリア教育実践プロジェクト

①キャリア ・ スタート ・ ウィー ク 地域ですすめるみん

なの職場体験

ア 都道府県・指定都市キャリア・スタート・ウィ ー ク

支援会議

●キャリア・スタート・ウィ ー ク支援会議の設置

●地域における職場体験の推進のためのシステムづく

り

イ 市町村キャリア・ スタート・ウィ ー ク実行委員会

●中学校を中心に、5日間以上の職場体験を実施

●地域住民・保護者等への啓発

②キャリア ・ スタート ・ ウィー ク地区別協議会の開催

●先進的・効果的な取組の普及・情報交換

⑧職場体験・インターンシップの在り方についての調査研

究等

●職場体験・インターンシップに関する取組の検証・

評価

(2)高等学校におけるキャリア教育のあり方に関する調査

研究

①高等学校におけるキャリア教育の在り方について

②高等学校卒業者及び中退者への支援の在り方について

③高等学校教育のキャリア教育の充実についての調査研究

(3)目指せスペシャリスト

大学や研究機関等と連携し、先端的な技術等を取り入れ

た教育や伝統的な産業に関する学習活動を重点的に行い、

特色ある取組を行う専門高校に対する支援を行い、将来の

専門的職業人の育成と専門高校活性化を図る。

(4)ものづくり人材育成のための専門高校・地域産業連携

事業（クラフトマン21)
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に対する早い段階からの就職活動準備から職場定着までの

一貫したきめ細かい就職支援を実施する。

(3)高卒就職ジョブサポーターの業務

●早い段階からの職業意識の形成支援

●学校訪問等による就職希望者に対する個別の就職相談

●企業訪問等による求人開拓

●未内定者や未就職卒業者に対するきめ細かな就職支援

●企業訪問等による学卒就職者の定着支援 ・ 進路指導担

当者に対する援助、助言

●学校との連携による高校中途退学者の把握及び職業相

談等

(4)職業相談状況（延べ相談件数）

平成 18 年度 426,516 件

［キャリア探索プログラム、 ジュニア ・ インターンシップ

について】

(l)キャリア探索プログラム

キャリア探索プログラムは、様々な職業、業種において

働く者等を講師にすることにより、生徒が様々な職業、業

種や働き方等に関する実際の情報を得られるようにしたも

のである（平成 15 年度から実施）。

〈テーマの例〉

●仕事の実態（仕事の具体的内容、やりがいや苦労する

点、将来の展望、求められる人材、労働条件等）

●新規学卒者の労働市場、若年者の雇用失業情勢と今後

の展望

●労働基準法関係の基礎知識

●企業が求める人材像

●就職に向けての心構え

●適職選択のポイントなど

〈講師の選定〉

●企業において働く者（若手社員や元フリー タ ー等を含

む）

●企業の人事・採用担当者

●民間教育訓練機関の研修講師など

〈平成18年度実績〉

実施回数： 4,028 回（うち高校 2,616 回）

参加者数： 403,661 人（うち高校 244,812 人）

実施校数： 4,078 校（うち高校 2,710 校）

(2)ジュニア ・ インターンシップ

高校生、中学生を対象に、在学中に生徒が就業体験を通

じて、 自ら適性と職業の関わりを深く考える契機とする

（平成 11 年度から実施）。

〈実施の流れ〉

①高校生等の採用・育成に深い理解がある事業所をジュ

ニア・インク ーンシップ受入れ先企業として開拓
＊ハロ ーワー クが行う企業開拓と併せ、平成 16 年度

から「若年者のためのワンストップサ ー ビスセン

タ ー（ジョブカフェ）」等にジュニア・インタ ーン

シップの周知、企業開拓を委託

②高等学校及び受入れ先企業との間の日程、受入れ人数

等を調整

〈平成18年度実績〉
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参加者数： 59,140 人（うち高校 49,980 人）

実施校数： 952 校（うち高校 816 校）

事業所数： 19,370 社

【「ジョブカ ー ド」について】

4．平成20年度施策について（文部科学省）

(1)キャリア教育実践プロジェクト
①キャリア ・ スタート ・ ウイ ーク 地域ですすめるみん

なの職場体験

ア 都道府県・指定都市キャリア ・ スタ ート ・ ウィ ー ク

支援会議

●キャリア ・ スタート・ウィ ー ク支援会議の設置

61 地域

●地域における職場体験の推進のためのシステムづく
り

イ 市町村キャリア・スタ ート・ウィ ー ク実行委員会

●中学校を中心に、5 日間以上の職場体験を実施

●地域住民・保護者等への啓発

②キャリア・スタート ・ ウィ ーク地区別協議会の開催

全国 6 カ所

●先進的・効果的な取組の普及・情報交換

⑧職場体験 ・ インターンシップの在り方についての調査研

究

●職場体験 ・ インタ ーンシップに関する取組の検証・

評価

(2)高等学校におけるキャリア教育のあり方に関する調査

研究

①高等学校におけるキャリア教育の在り方についての充実

方策

②キャリア教育に専門的知識を有する人材の活用方法の検

討

⑧高等学校卒業者及び中退者への支援の在り方について

(3)目指せスペシャリスト

大学や研究機関等との連携、先端的な技術等を取り入れ

た教育や独創的な学習活動の実践等、専門高校における先

進的な教育や指導上の取組を支援することを通じて、専門

高校活性化を図るための先導的かつ独創的な取組（例えば、

専門的職業人の育成のための先導的なカリキュラム作り、

指導・運営・連携体制づくり等） について重点的に調査研

究を行う。

(4)地域産業の担い手育成プロジェクト

専門高校と地域産業界が連携（協働） した、地域産業を

担う専門的職業人の育成のための事業を関係省庁と共同で

実施する。

5．全国高等学校進路指導協議会

提出資料

平成20年度

I 参加者 I

平成 21 年 2月6 日（金） 13:30~15:30

於 中央労働委員会講堂

厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室





厚生労働省主催 新規高等学校卒業者就職問題連絡会議

等を調整
〈平成 19 年度実績〉

参加者数： 73,300 人（うち高校 60,328 人）
実施校数： 1,132 校（うち高校 938 校）
事業所数： 27,293 社

2．新規高等学校卒業者の就職内定状況について
①平成 20 年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平

成 20 年 11 月末現在）について
②高校新卒者の都道府県別求人・求職・就職内定状況（平

成 20 年 11 月末現在）
③高校・中学新卒者の求人・求職・就職内定状況の推移

(11 月末現在）
④高校新卒者の求人・求職・就職内定率の推移（11 月

末現在）
⑤高校新卒者の就職内定率の推移
⑥都道府県高等学校就職問題検討会議における申し合わ

せ等（平成 21 年 3 月卒業者の応募・推薦について）
3．新規学校卒業者の就職内定取消し状況について

①採用内定取消し件数（平成 21 年 1 月 23 日現在）
②平成 20 年度大学等卒業予定者の就職内定状況（平成

20 年 12 月 1 日現在）•平成 20 年度高校・中学新卒者
の就職内定状況（平成 20 年 11 月末現在）

③新規学校卒業者の採用内定取消しへの対応
④新規学校卒業者の採用内定取消しの防止について（職

業安定法施行規則の改正等の概要）
⑤平成 20 年度厚生労働省第 2 次補正予算•平成 21 年度

予算案の主要事項
●若年者等正規雇用化特別奨励金（仮称）の概要
●雇用調整助成金等に関するパンフレット

4．採用内定取消し問題への対応について
①新規学校卒業者の採用内定取消しの防止について（職

業安定法施行規則の改正等の概要）
②新規学校卒業者の採用内定取消しの防止について（職

業安定法施行規則の改正等の概要）（リーフレット）
③職業安定法施行規則の一部を改正する省令（平成 21

年厚生労働省令第 4 号）
④職業安定法施行規則第 17 条の 4 第 1 項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める場合（平成 21 年厚生労働省
告示第 5 号）

麟少年の雇用機会の確保等に関して事業主が適切に対
処するための指針の一部を改正する件（平成 21 年厚
生労働省告示第 6 号）

I 内 容 1（文部科学省）
1 ．平成 21 年度関連施策について

●キャリア教育・職業教育の推進
●専門的な職業系人材の育成推進事業

2．平成 21 年 3月新規高等学校卒業予定者の就職内定状況
（平成 20 年10月末現在）に関する調査について

3．平成 21 年 3月新規高等学校卒業予定者の就職内定取消
状況（平成 21 年 1月5日現在）に関する調査について（確
定）

4．平成 19 年度職場体験・インタ ーンシップ実施状況等調
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査結果（概要）
5．高卒者・大卒者の進路状況の推移（学校基本調査）
i内 容 1（全国高等学校進路指導協議会）

提出資料

平成21年度

I 参加者 I

平成 22 年 2月5 日（金） 13:30~15:30

於 文部科学省 13 階第 1 •第 2 会議室

厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室
室長補佐 小野 聡

室長補佐 山崎直紀
若年者就職援助係長 布川秀樹
若年者就職援助係 阿久津由恵

厚生労働省職業能力開発局能力開発課
課長補佐 小野寺徳子

文部科学省初等中等局児童生徒課
課長補佐 塩川達大
指導調査係長 小林美陽

全国高等学校進路指導協議会
事務局・地区事務局長・各府県事務局長・就職指導研
究委員会 計 55 名

I 議事次第 I
●厚生労働省挨拶

室長補佐 小野 聡氏
●文部科学省挨拶

進路指導調査官 塩川達大氏
●厚生労働省報告

室長補佐 小野 聡氏
0新規高等学校卒業者の就職内定状況について
0平成 22 年度施策について
0平成 21 年度第 2 次補正予算について

●文部科学省報告
進路指導調査官 塩川達大氏

0平成 22 年度関連施策について
0新規高等学校卒業者の就職内定状況について

•新規高等学校卒業者の就職状況について
全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換
●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 間瀬友典
1 内 容 1（厚生労働省）
1．平成 21 年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成

21 年 11月末現在）について
2. 「緊急雇用対策」（平成 21 年10月 23 日）及び「明日の

安心と成長のための緊急経済対策」（平成 21 年 12月 8

日）
(1)基本的な方針

基本認識：「貧困・困窮者、新卒者への支援」を最優先
する。最優先課題として、最も困っている人を全力で支
援する。





厚生労働省主催 新規高等学校卒業者就職問題連絡会議

●介護、医療、農林、エネルギー、観光、地域社会雇用
の重点分野における雇用の創出を図る事業。

●雇用期間は 1 年以内。
●事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合は 1/2 以

上。
●未就職卒業者に配慮。

②地域人材育成事業
●地域失業者を新たに雁用した上で、当該労働者に対し、

地域の企業等で就業するために必要な知識・技術を
OFF-JT（講義等）、OJT（職場実習等） により習得す
るための研修を行う事業。

●上記重点分野及び各地方公共団体が設定する地域の成
長分野としてニ ー ズが高い分野に該当する事業を対象
とする。

●受託した企業、NPO 等は、あらかじめ雇用期間中の
研修計画を作成。事業実施期間は 1 年以内。

●受託した企業、NPO 等は、雇用した失業者に対して、
労働条件、市場情勢を踏まえ、適切な水準の賃金を支
給。

●事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合は 1/2 以
上。

●研修に係る費用は、OFF-JT、OJT に要する費用とする。
●未就職卒業者の雇用に配慮。

4 ． 平成21年度第二次補正予算施策及び平成22年度におけ
る若年者関連施策について

(1) 新卒者支援の強化 (2.5 億円）
来春以降厳しい求人情勢が見込まれる新卒予定の学生・

生徒の就職支援を強化し、第2の 「ロスト・ジェネレ ー

ション」をつくらないようにする。

(2)具体的な措置
①新卒者の就職支援体制の強化

●「高卒・大卒就職ジョブサポ ー タ ー」の更なる緊急
増員(618名→928名） 310名の増員 2.5億円

②末就職者の支援強化
●新卒者体験雇用事業の創設（制度要求）
●「重点分野雇用創造事業」の活用

5 ． 都道府限就職問題検討会議における申し合わせ等（平成
22年3月卒業者の応募・推薦について）

6新規学校卒業者の採用に関する要請書
i内 容1（文部科学省）
1 ． 平成 22年度児童生徒課関係予算額（案）

2 ． 平成20年度職場体験・インタ ーンシップの実施状況等
調査結果（概要）

3平成22年3月高等学校卒業予定者の就職内定状況（平
成21年10月末現在）に関する調査について

I 内 容 1（全国高等学校進路指導協議会）
提出資料
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平成22年度

I 参加者 I

平成23年2月5日（金）13:30~15:30
於 厚生労働省19階専用第23会議室

厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室
室長補佐 富永哲史
室長補佐 伊藤浩之
若年者就職援助係長 布川秀樹
若年者就職援助係 阿久津由恵
若年者就職援助係 陣内 剛

文部科学省初等中等局児童生徒課
指導調査係長 小林美陽

全国高等学校進路指導協議会
事務局・地区事務局長・各府県事務局長・就職指導研
究委員会 計55名

I 議事次第 I
●厚生労働省挨拶

室長補佐 富永哲史氏
●文部科学省挨拶

指導調査係長 小林美陽氏
●厚生労働省報告

室長補佐 富永哲史氏
0新規高等学校卒業者の就職内定状況等
0平成23年度施策について

●文部科学省報告
指導調査係長 小林美陽氏

0 平成 22年度関連施策について
0新規高等学校卒業者の就職内定状況について

●新規高等学校卒業者の就職状況について
全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換
●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 間瀬友典
1 内 容 1（厚生労働省）
1．平成 22年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成

22年11月末現在）について
2 ． 新卒者支援施策の概要について

●新卒者就職実現プロジェクト事業
●厚生労働省・文部科学省連携

「卒業前の集中支援」の実施について
3 ． 新規学校卒業者等の採用に関する要望書
4 ． 平成23年度若年者対策関連予算案
(l)高卒・大卒ジョブサポーターの活用による新規学卒者

への就職支援
〈高校〉 高卒ジョブサポ ー タ ーが支援

高卒ジョブサポ ー ク ーは、主として高校等に出向き、個
別の職業紹介から、職場定着までの一貫した就職支援を実
施。

〈ハロ ー ワー クにおける主な支援内容〉
①適正な労働条件確保のための求人内容の確認、求人確

保、求人情報の提供
②職業指導（職業適性検査、職業情報の提供等）





厚生労働省主催 新規高等学校卒業者就職問題連絡会議

●文部科学省挨拶
課長補佐 春山浩康氏

●厚生労働省報告
室長補佐 伊藤浩之氏

0新規高等学校卒業者の就職内定状況等
0平成24年度施策について

●文部科学省報告
課長補佐 春山浩康氏

0平成24年度関連施策について
0新規高等学校卒業者の就職内定状況について

•新規高等学校卒業者の就職状況について
全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換
●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 星野文男
1 内 容 I（厚生労働省）
1．平成23年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成

23年11月末現在）について
2 ． 新卒者支援施策の概要について
(l)厚生労働省・文部科学省連携

①「卒業前の集中支援」の実施について
②大学等のニ ー ズに応じた支援
麟護者を通じた未内定の学生•生徒への就職支援の周

知
(2)中小企業で実習プログラムに沿った職場実習を実施

新卒者就職応援プロジェクトの実施（経済産業省）
(3)民間就職情報サイトによるジョブサポーター・新卒応

援ハローワ ーク等の周知（厚生労働省）
(4)東京の 支援拠点の増設

3．平成24年度若年者対策関連予算案
若者の安定扉用の確保（「若者雇用戦略」の推進）

(l)新卒者、既卒者の就職支援
●「大学現役就職促進プロジェクト」の推進等による新

規学卒者等の就職支援強化
(2)フリーター等の正規雇用化の推進

●ハロー ワ ークにおけるフリー タ ー等の支援
「若者ステップアッププログラム」

•ジョブカフェにおけるきめ細かな就職支援の実施
●トライアル雇用制度等の助成制度の活用による就職支

援
(3)ニート等の若 者の職業的自立支援の強化

4 ． 都道府県就職問題検討会議における申し合わせ等（平成
24年3月卒業者の 応募・推薦について）

5．高卒求人票見直しについて
平成25年3月卒向けの求人情報の公開・求人票の作成

等は新システムに移行されることになります。
1 内 容 1（文部科学省）
1．学校が社会と協働して一 日も早くすべての児童生徒に充

実したキャリア教育を行うために「キャリア教育におけ
る外部人材活用等に関する調査研究協力者会議」

2．キャリア教育研修用動画コンテンツの配信
3．キャリア教育のパンフレットや手引き
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4．平成22年度職場体験・インタ ーンシップの実施状況等
調査結果（概要）

5．平成24年度キャリア教育・職業教育関係予算（案）に
ついて

6．平成24年3月高等学校卒業予定者の就職内定状況（平
成23年10月末現在）に関する調査について

1 内 容 1（全国高等学校進路指導協讃会）
提出資料

平成24年度

i参加者I

平成25年2月1日（金）13:30~15:30
於 厚生労働省12階専用第12会議室

厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室
室長 久知良俊二
室長補佐 吉田 勉
若年者就職援助係長 菊田正明
若年者就職援助係 立石啓晃

厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室
室長補佐 永井祐一

文部科学省初等中等局児童生徒課
課長補佐 春山浩康
指導調査係長 堀江菜津子
指導調査係専門職 大久保友直

全国高等学校進路指導協議会
事務局・地区事務局長・各府県事務局長・就職指導研
究委員会 計56名

I 議事次第 I
●厚生労働省挨拶

室長 久知良俊二氏
●厚生労働省報告

室長補佐 吉田 勉氏
0新規高等学校卒業者の就職内定状況等
0平成25年度施策について

●文部科学省挨拶
課長補佐 春山浩康氏

●文部科学省報告
課長補佐 春山浩康氏

0平成25年度関連施策について
0新規高等学校卒業者の就職内定状況について

●新規高等学校卒業者の就職状況について
全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換
●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 長津美明
i内 容1（厚生労働省）
［新規高等学校卒業者の就職内定状況等

●平成24年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平
成24年11月末現在）について

●平成25年3月高校新卒者の地域別求人・求職・就職
内定状況（平成24年11月末現在）





厚生労働省主催 新規高等学校卒業者就職問題連絡会議

厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室

室長補佐 宮本淳子

文部科学省初等中等局児童生徒課

課長補佐 春山浩康

指導調査係主任 清水大督

指導調査係専門職 大久保友直

全国高等学校進路指導協議会

事務局・地区事務局長・各府県事務局長・就職指導研

究委員会 計56名

I 議事次第 I
●厚生労働省挨拶

室長 牛島 聡氏

●文部科学省挨拶

課長補佐 春山浩康氏

●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 長津美明

●厚生労働省報告

室長補佐 吉田勉氏

0新規高等学校卒業者の就職内定状況等

0平成26年度施策について

●厚生労働省報告

室長補佐 宮本淳子氏

0地域若者サポ ー トステー ション事業について

●文部科学省報告

課長補佐 春山浩康氏

0平成26年度関連施策について

0新規高等学校卒業者の就職内定状況について

•新規高等学校卒業者の就職状況について

全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換

●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進事務局長 千葉吉裕

1 内 容 1（厚生労働省）

1 ．新規高等学校卒業者の就職内定状況等

●平成 25 年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平

成 25 年 11月末現在）について

●平成26年 3月高校新卒者の地域別求人・求職・就職

内定状況（平成 25 年 11月末現在）

●高校新卒者の都道府県別求人・求職・就職内定状況

●高校・中学新卒者の求人・求職・就職内定状況の推移

(11月末現在）

●高校新卒者の求人・求職・就職内定率の推移（11月

末現在）

●高校新卒者の就職内定率の推移

2 ． 平成26年度若年者対策関連予算案

①新卒者、既卒者に対する就職支援の推進（211 億円）

②フリ ータ ー等の正規雇用化の推進(57億円）

③若者等の中長期的なキャリア形成支援( 120億円）

④若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の強

化 (18 億円）

⑤キャリア教育の推進（36億円）

⑥インタ ー ネットを活用した在職者キャリア・ コンサル
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ティング体制の整備(20百万円）

3地域若者サポートステ ーション

学校との連携について

l 内 容 1（文部科学省）

l．平成24年度職場体験・インターンシップの実施状況等

調査結果（概要）

2平成26年3月高等学校卒業予定者の就職内定状況（平

成25年10月末現在）に関する調査について

3．子どもと社会の架け橋となるポータルサイト

4． 補習等のための指導員等派遣事業（高等学校）

平成26年度予算：1.5 億円（新規）

l 内 容 l（意見交換）

●2016年春に大学等上級学校を卒業する学生の就職活動

時期の後ろ倒しによる高卒採用の混乱の回避について

図（省略）に示すように、上級学校の採用選考活動の時

期と高卒就職者の応募前職場見学・採用選考の時期が重な

るため、混乱が生じないよう対策を求めた。事業所への調

査及び予測情報の収集など、2016年夏に向けての検討を

お願いした。

〈全高進で集約した意見〉

●大卒等の採用と競合が増すのではないか不安である。

●高校生の採用枠と、大卒等の採用枠を分け、高校生の

求人枠を確保して欲しい。

●夏季休業期間が、大卒等の採用選考期間になるが、授

業への支障を考え、企業見学は夏季休業期間に実施し

て欲しい。

●大卒等の採用は、高校の就職慣行と異なるので、企業

が混同しないよう指導を徹底して欲しい。

●求人票提出時期、試験日程、合否決定が遅くなるので

はないか懸念される。

●大卒等の採用決定による求人取消が増加しないか心配

される。

●大卒等の採用基準と高卒の採用基準が同じにならない

か心配される。

●混乱を招かないようにするための、検討委員会を早急

に設置し、検討を始めてほしい。

●高校生の就職選考試験解禁日が現状のままでよいのか
検討してほしい。

l 内 容 l（全国高等学校進路指導協議会）

提出資料

平成26年度

I 参加者 I

平成27年2月7日（金）13:30~15:30

於 厚生労働省12階専用第12会議室

厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室

室長 牛島 聡

室長補佐 吉田 勉

若年者就職援助係長 伊藤宏之

若年者就職援助係 松澤正浩・古澤夏樹

厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室





厚生労働省主催 新規高等学校卒業者就職問題連絡会議

事務局・地区事務局長・各府県事務局長・就職指導研

究委員会 計56名

I 議事次第 I
●厚生労働省挨拶

室長 五百旗頭千奈美氏

●文部科学省挨拶

課長補佐 生方 裕氏

●厚生労働省報告

室長補佐 秋山雅紀氏

課長補佐 松澤浩二氏

●文部科学省報告

課長補佐 生方 裕氏

●新規高等学校卒業者の就職状況について

全高進事務局長 千葉吉裕

●意見交換

●全国高等学校進路指導協議会挨拶

全高進会長 野口敏郎

1 内 容 1（厚生労働省）

L勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律（「青少年の

雇用の促進に関する法律」）

(1)適職選択のための取組の促進

●平成28年3月1日からハロ ー ワ ー クでは労働関係法令

違反があった事業所の新卒求人は受け付けない。

●職業紹介事業者においても、ハロ ー ワ ー クに準じた取扱

いを行うことが望ましい。

●就労実態等に関する職場情報を応募者に提供する制度を

開始。

●就職活動を行う学生•生徒は就労実態等に関する職場情

報を企業に求めることができる。

提供する青少年雇用情報の具体的項目

（ア）募集・採用に関する状況：過去3年間の新卒採用

者数・離職者数、過去 3 年間の新卒採用者数の男女

別人数、平均勤続年数

（イ）職業能力の開発・向上に関する状況：研修の有無

及び内容、自己啓発支援の有無及び内容、メンタ ー

制度の有無、キャリアコンサルティング制度の有無

及び内容

（ウ）企業における雇用管理に関する状況：前年度の月

平均所定外労働時間の実績、前年度の有給休暇の平

均取得日数、前年度の育児休業取得対象者数•取得

者数（男女別）、役員に占める女性の割合及び管理

的地位にある者に占める女性の割合

●若者の採用・育成に積極的で、雇用管理の状況などが優

良な中小企業を「ユ ー スエ ール認定企業」として認定す

る制度。

(2)青少年の雇用の促進等に関する新たな指針の適用が始

まる

事業主などが青少年の募集や採用に当たって講じるべき

措置

●青少年が適切に職業選択を行い、安定的に働くことが

できるように、労働条件などの明示などに関する事項

を遵守すること。
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●固定残業代（名称のいかんにかかわらず、一定時間分

の時間外労働、休日労働及び深夜労働に対して定額で

支払われる割増賃金）を採用する場合は、固定残業代

に関する労働時間数と金額等の計算方法、固定残業代

を除外した基本給の額、固定残業時間を超える時間外

労働、休日労働及び深夜労働分についての割増賃金を

追加で支払うことなどを明示すること。

●採用内定者について労働契約が成立したと認められる

場合には、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上

相当であると認められない採用内定取消しは無効とさ

れることに十分に留意し、採用内定取消しを防止する

ため、最大限の経営努力などを行うこと。 やむを得な

い事情により採用内定の取消しを行う場合には、当該

取消しの対象となった新規学校卒業予定者の就職先の

確保について最大限の努力を行うこと。

●事業主などは、青少年厘用情報の提供に当たって、次

に掲げる事項に留意すること。

（一）ホ ー ムペ ー ジなどでの公表、会社説明会での提

供又は求人票への記載などにより、青少年雇用情

報の全ての項目について情報提供することが望ま

しい。

（二）学校卒業見込者などが具体的な項目の情報提供

を求めた場合には、特段の事情がない限り、当該

項目を情報提供することが望ましい。

（三）情報提供の求めを行った学校卒業見込者などに
対して、当該求めを行ったことを理由とする不利

益な取扱いをしない。

（四）情報提供の求めに備え、あらかじめ提供する情

報を整備しておくことが望ましいこと。 また、そ

の求めがあった場合には、速やかな情報提供に努

める。

●事業主は、既卒者についても、新規学校卒業予定者の

採用枠に応募できるような募集条件を設定するととも

に、当該条件の設定に当たって、既卒者が卒業後少な

くとも 3 年間は応募できるものとするなどの措置を講

じるよう努めること。

(3)学生•生徒に対して労働関係法令の基礎知識を周知す

るために、 学校のこ要望に応じてハロ ー ワ ー クなどから

講師を派遣できるようになった

●講義は30分程度

●講義にかかる費用は無料

●学校単位で申し込み

〈労働関係法令の基礎知識に関する参考資料〉

「知って役立つ労働法～働くときに必要な基礎知識～」

「これってあり？まんが 知って役立つ労働法Q&A」

(4)フリ ー ターから正社員に転換した方の体験談や、 正社

員として就職を目指す若者に対する就職支援機関を紹介

するアニメ ー ション動画「僕らの明日」と、 フリ ーター

の現状に関するデータを紹介するパンフレットを作成

YouTube「僕らの明日」～フリー タ ーの現状に関する若

者への周知・広報事業～

2．新規高等学校卒業者の就職内定状況等





大学進学指導研究大会

望ましい大学進学指導の在り方を研究し、 その普及と発展を図ることをねらいに、平成7年度より開催するようになり

ました。第8回の近畿地区主催の大会から、地区輪番で2日間の日程で開催するようになりました。

第1回大会 担 当 大学進学指導委員会 I 開催日 | 10月7日（土）

（平成7年度） 会 場 神奈川県／神奈川県横浜平沼高等学校

第2回大会 担 当 大学進学指導委員会 I 開催日 1 10月12日（土）

（平成8年度） 会 場 東京都／東京都立工芸高等学校

第3回大会 担 当 大学進学指導委員会 I 開催日 | 10月25日（土）

（平成9年度） 会 場 東京都／東京都立上野高等学校

第4回大会 担 当 大学進学指導委員会 | 開催日 I 7月29日（水）

（平成10年度） 会 場 東京都／国立教育会館

担 当 近畿地区（大阪府） I 開催日 | 10月16日（土）
第5回大会

会 場 大阪府／ホテルアウィー ナ大阪
（平成11年度）

大会テーマ 高校と大学の連携を考える

第6回大会 担 当 大学進学指導委員会 | 開催日 | 8月3日（木）

（平成12年度） 会 場 東京都／国立オリンピック記念青少年総合センタ ー

担 当 大学進学指導委員会 I 開催日 I 9月29日（土）
第7回大会

会 場 東京都／東京都立晴海総合高等学校
（平成13年度）

大会テーマ 高等学校と大学の望ましい連携を考える

第8回大会 担 当 近畿地区（京都府） I 開催日 I 9月26日（木）～9月27日（金）

（平成14年度） 会 場 京都府／キャンパスプラザ京都（大学コンソ ー シアム京都）

担 当 九州地区（福岡県） | 開催日 I 9月25日（木）～9月26日（金）
第9回大会

会 場 福岡県／公立学校共済組合福岡宿泊所 福岡リーセントホテル
（平成15年度）

大会テーマ 高等学校における進学指導の諸問題

担 当 東海地区（愛知県） I 開催日 | 10月28日（木）～10月29日（金）
第10回大会

会 場 愛知県／ウィルあいち 愛知女性総合センタ ー

（平成16年度）
大会テーマ これからの進路指導がめざすもの「生涯学習」「キャリア教育」「高大連携」「国際化」

担 当 東北地区（宮城県） I 開催日 I 9月29日（木）～9月30日（金）
第11回大会

会 場 宮城県／仙台サンプラザ
（平成17年度）

大会テーマ 21世紀を支える人材を育てる進路指導

担 当 北海道地区 | 開催日 I 6月15日（木）～6月16日（金）
第12回大会

会 場 北海道／ホテルライフォ ー ト札幌
（平成18年度）

大会テーマ これからの社会を支える人材育成のための進学指導の在り方

担 当 中国地区（広島県） I 開催日 I 9月27日（木）～9月28日（金）
第13回大会

会 場 広島県／鯉城会館
（平成19年度）

大会テーマ 21世紀を力強く生きぬくための進路指導の在り方

担 当 北信越地区（新潟県） I 開催日 I 9月11日（木）～9月12日（金）
第14回大会

会 場 新潟県／朱鷺（とき）メッセ 新潟コンベンションセンク ー

（平成20年度）
大会テーマ 各校の特色・専門性を生かした進学指導の在り方

担 当 四国地区（愛媛県） | 開催日 | 10月8日（木）～10月9日（金）
第15回大会

会 場 愛媛県／にぎたつ会館
（平成21年度）

大会テーマ 生徒一人一人の個性に応じた進学指導の在り方
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大学見学・研究協議会

大学進学指導研究委員会では、望ましい進学指導の在り方を探ることを目的に、平成 6 年度より毎年、大学進学に関わ

る諸機関の見学をしております。第 15 回以降については報告書を掲載いたします。

回 年 度 見学場所

第 1 回 平成 6 年度 大学入試センタ ー

第 2 回 平成 7 年度 慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス

第 3 回 平成 8 年度 大学基準協会

第 4 回 平成 9 年度 筑波大学

第 5 回 平成 10 年度 東京都立大学

第 6 回 平成 11 年度 電気通信大学

第 7 回 平成 12 年度 社会事業大学

第 8 回 平成 13 年度 大東文化大学 （授業評価について）

第 9 回 平成 14 年度 国立大学協会

第 10 回 平成 15 年度 大学入試センク ー

第 11 回 平成 16 年度 未来ロボット技術研究センタ ー 『fuRo』（千葉工業大学）

第 12 回 平成 17 年度 秋葉原クロスフィ ールド

第 13 回 平成 18 年度 片柳研究所（東京工科大学）

第 14 回 平成 19 年度 日本高等教育評価機構

第 15 回 平成 20 年度 千葉大学地域観光創造センタ ー

第 16 回 平成 21 年度 立教大学キャリアセンタ ー、 コオプ教育・インタ ーンシップオフィス

第 17 回 平成 22 年度 東京大学柏キャンパス

第 18 回 平成 23 年度 防衛大学校

第 19 回 平成 24 年度 女子栄養大学坂戸キャンパス

第 20 回 平成 25 年度 神田外語大学

第 21 回 平成 26 年度 東京理科大学葛飾キャンパス

第 22 回 平成 27 年度 帝京大学高等教育開発センタ ー
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キャリアセン

1立教大学を選んだ理由

企業の採用行動の変化、世界的経済危機により、 大学の

就職活動は大きく変化し、「働くこと」 や「仕事」 を軸に、

就職や将来を考えさせることは、 学校に欠かせない教育活

動になってきています。 そこ で、 今回は、多数の学生を抱

える総合大学で、 学生一人ひとりに充実したキャリアサ

ポー トを先進的に取り組んできた立教大学キャリアセン

ターを訪問し、 大学生の就職の現状を理解し、 どのように

対応しているのかを教えていただき、 キャリア教育につい

て協議を行いました。

2 ． 期日および協議内容

期日：平成21年7月30 日（木）

(1)立教大学の紹介

(2)キャリアセンター によるキャリア支援の取り組み

(3) コオプ教育・インターンシップオフィスによるキャ

リア支援の取り組み、

(4)研究協議

(5)学生の案内によるキャンパスツアー

3 ． 内 容

疋田康行教授（統括副総長）から、 コオプ教育の方針、

2005年にコオプコー ディネー ター を設置するまでの経緯

について説明があった。

若者の社会との関わり方が弱く、 自分が働くということ

がわからない。 大学で勉強して、 それをどう生かしていく

か、 職業を通して社会 に参加するということを早く学ぶ。

家庭の教育力が弱くなっているので、 大学の中でカバー し

ていく。 キャリアの意識形成を見据えての高大連携を考え

ていきたい。

●就職状況とキャリア支援の取り組みについて

キャリアセンター の後藤貴志氏による説明。

授業の中でキャリア教育を行う。 就職部からキャリアセ

ンター に2002年に変更した。
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9毅冒。インターンシップオフィ

キャリアセンタ ーとは

「キャリア」とは？

↓ 

「仕事・職業を含めた、 自立した個人としての自

分らしい人 生のあり方」 のこと

キャリアセンターは、 入学～卒業までの4年間を

『進路・就職』の面からトー タルにサポー トしてい

ます

キャリアセンターは、 池袋と新座の両キャンパスにある。

1 • 2年次は「自分の将来や生き方について考え行動する

時期」、3年次は「進路・就職に向け具体的に準備し行動

する時期」、 そして、4年次は「進路を決断する時期」と

とらえて、 点から線への支援をしている。

キャリアセンタ ーの支援

令2003年度に結成
（立教キャリア塾叫証I「l

令約100名の登録メンバーで
1期が活動を開始し 、 第6期
は約110名が登録。

令4年生内定者がキャリアセ
ンタ ー職員と協働で学生の
就職活動支援を行う粗織

舎後輩支援をしながら内定者
側も成長し 、 卒業後も勉強
会等を通して貴重なネット
ワークを形成している

立教大学の就職率（卒業者のうち就職する率）は77.9%

(08年3月卒）で、 全国平均69,9% (08年3月卒：平成

20年度学校基本調査）を上回っている。

キャリアセンタ ー からのコメント

授業
趣味

ゼミ
旅行

スポー ツ
ボランティア

サー クル こ 資格
留学

インタ ーンシップ

クラブ
アルバイト

恋愛

一 つの核となるものに打ち込み、 その上で多くのことを経験してください。
たくさんの経験の中で 、 あなたが一番ワクワクし、 得意なことは何ですか？
「どう感じるか？」が重要。 ものごとに取り組むときは、 目標を立て 、 それ

に向かって努力し、 緒果とプロセスを振り返ることが大切です。 卒業すると
きに 、 大学時代を一番熱く語れるものを見つけてください！

●コオプ教育・インタ ーンシップオフィスによるキャリア

支援の取り組み

コ オプ教育 コー ディネー ター の小島貴子准教授から、

キャリア教育の必要性、 立教大学のコオプ教育について説

明。
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柏

［東京大学柏キャンパスを選んだ理由

今回は、東京大学の本郷、 駒場に次ぐ第三番目のキャン

パスである「柏キャンパス」の見学となりました。柏キャ

ンパスは、 施設 ・ 設備もたいへん充実しており、 学問体系

の根本的な組み替えをも視野に入れた学融合を志向する

キャンパスです。世界の学問をリー ドする先進的な取り組

みの見学を通して、 高度化・複合化・多様化していく知の

実態に触れて、 高校教育に役立てる目的として企画しまし

た。

2 ． 場所および期日・協議日程

場所：東京大学 柏キャンパス

〒277-8568 千葉県柏市柏の葉5- 1-5

期日 ：平成22 年7月30日（金）

内容 1)東京大学 柏キャンパスの概要説明

2)キャンパス内 研究所見学

3)研究協議 及び 質疑応答

3 ． 内 容

柏図書館1階のメディアホ ー ルで柏キャンパス ・ リエゾ

ン室長の鈴木克幸教授（人工物工学研究センタ ー教授）か

ら、東京大学の雁史、 柏キャンパスの目的をはじめとする

概要説明があった。

東京大学は、 天文所（1684)・蕃所調所(1856)からの

東京開成学校と昌平坂学問所(1797)からの大学校、 さら

に種痘所（1858)からの東京朕学校が一 緒になり、 明治

10年創立。130年間にわたり伝統的学問分野を深く極めて

きた本郷キャンパスと、 戦後60年間、複数の学問分野の

接点において新たな学際領域を開拓してきた駒場キャンパ

スを両極として発展してきたが、 学問体系の基本的な組み

ャンパス

換えをも視野に入れた学融合を志向する柏キャンパスを加

え、東京大学は三極構造をなしている。

0本郷キャンパス

三梃構造の重心をなし、 伝統的な教育研究を行う

0駒場キャンパス

全学の学部前期課程教育 学際的な教育と研究を行う

0柏キャンパス

多様性と融合により新しい学問領域の創造に挑戦する

柏キャンパスでは「知の冒険」を目指してさまざまな新

しい取り組みが行われている。大学院新領域創成科学研究

科では「基盤科学系」、「生命科学系」、「環境学系」の3つ

の分野を中心に、「情報生命科学」を加えた新しい学問領

域の創成を目指している。物性研究所ではエレクトロニク

スを始めとして現代の多様な産業を支える様々な物質の性

質を根源から解明し、 新しい物質の創成を目指している。

宇宙線研究所では宇宙線の研究を通して宇宙や物質の起源

に迫ろうとしている。数物連携宇宙研究機構では数学と物

理学の連携により宇宙の根本的な謎の解明に挑み、 さらに

人工物工学研究センタ ー 、 空間情報科学研究センタ ー 、 気

候システム研究センタ ー、 環境安全研究センタ ー柏支所、

柏図書館などが一体となって活動している。柏キャンパス

には、卒論指導で来ている学部生はいるが、 基本的には大

学院生のキャンパスといえる。

東京大学は新しい学問分野の創出を果敢に進めていくこ

とによって、 世界の学問をリー ドしていくことを目指して

いる。この中で、 柏キャンパスは重要な役割を担うべく、

また国際キャンパスとしての施設も充実させつつ飛躍的な

発展を続けている。

〈施設見学〉

●大気海洋研究所

（案内：道田 裕 大気海洋研究所教授）

東京大学海洋研究所と東京大学気候システム研究セン

タ ーが2010年4月の移転により、「大気海洋研究所」とし

てスタ ートしたばかりという新しい施設である。

気候システム研究系、 海洋地球システム研究系、 海洋生
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●柏図書館

（案内：風巻利夫 附属図書館柏地区図書課長）

2004年に開館。学内の大学院生・教職員にサ ー ビスす

るとともに、学外者へも館内で図書・雑誌の閲覧や DVD

の視聴ができるよう、地域社会への積極的な貢献も目指し

ている。

天井が高くガラス張りのため、明る＜開放感がある。理

工学系の専門書を中心に4万冊の蔵書、100万冊収納でき

る自動化書庫を持つ。この自動化書庫の状況を見せていた

だいた。希望する図書をパソコンで入力すると、5分くら

いで出納ステ ー ションに到着した。書庫には現在、本郷や

駒場から30万冊の自然科学系雑誌を移してあるとのこと。

その後、柏図書館メディアホ ー ルにて、協議。

（習志野市立習志野高等学校教諭 山本和彦）
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開している。 アンケ ー トに基づき教員の表彰もある。 学生

の表彰は、成績だけでなく、活動にも実施。初任者教員の

研修も実施（授業への出席は、ほぼ全員）。

①目標の設定

②授業の進め方

③教育技法（説明の仕方、黒板の書き方）

④教官の態度（熱意があるか）

⑤向上心、達成度（得るところがあるか）

⑥自己努力度

「FDニュ ース」を発行し、FD活動の報告を掲載してい

る。 この FDニュ ースには、教員の受賞、受賞者の意見の

ほか、士官学校留学報告など学生の意見も掲載されている。

〈授業見学〉

●物理学実験

「基礎的な物理定数や現象について自ら実験観測し解析

●学生舎

学生舎は4学年合同で4大隊に分けられている。1年の

1学期だけは1年生のみの集団となるが、その後は8人で

2教室（少し小さめ） を利用する。1部屋が勉強部屋で窓

側から4年生3年生の順で壁むきに机を並べ図書館のよう

に間仕切りがある。 本棚も南側から大きいサイズの本を並

べるようにしてある。

検証してその結果をレポ ー トにまとめます。」と配付され もう1教室にベッドが置かれ、仕切りはなくロッカ ーで

た説明にあった通りに行われていた。 学生20人に対し教 分かれていた。

官一人という、少人数教育がなされていた。 実験は1教室

で100名くらいで、テ ーマごとに教官が学生の身近によっ

て指導していた。

教室はガラス張りのようで、廊下側からすぐに見える状

態であった。

〈施設見学〉

●総合情報図書館

入ってすぐに目立つのが雁代首相の推薦図書であった。

一般の書籍のほか、防衛関連の書籍、いろいろな大学の紀

要が整然と並ぶ中に、卒業論文が整理されて保管されてい

た。

図書館は試験前に混むが座れないほどではないとのこと。

また、無断欠課は処分となるので、授業中には図書館で過

ごす学生はほとんどいない。
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学生舎の1階には電子掲示板があり、授業をはじめ連絡

事項が掲載されていた。

〈その他〉

・食事は、昼食は全学生が「いただきます」の号令で一斉

に取る。 朝昼食は時間内に準備できたものからとる。

・校友会には全員が所属し、運動部には必ず所属する。

・夜中まで学習したいときは延灯願を出して12時過ぎま

で勉強できる。

・外出は週末可能である。 近くに共同でアパ ー トを借りて、

そこで着替えをして出かけている。

・卒業後は、はじめ陸海空に分かれ1年間幹部候補生とし

て訓練を受ける。 その後10名から20名程度の部下をも

つ。

・大学院へは、自衛隊員として勤務してから数年後に、上

司の推薦を受けて入学できる。 大学校卒業直後の入学は

ない。

・不適応のため4年間で100名くらいの学生が退校してい

る(420名在学）。

・ コンビニもあり、 ビ ー ルもあるが職員用であり、学生は

持っていただけで処分されるとのこと。 一般のコンビニ

同様の物品のほか、様々な防大グッズが販売されていた。

（習志野市立習志野高等学校教諭 山本和彦）
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昭和25年短期大学設置。

学生に、 ゴ ー ルデンウィ ー クには3日間の献立を作って

家族に食べてもらい、写真を撮るという課題を出している。

どのように食べればいいか、食物が健康に影轡しないはず

はない。

痛風は食事病ともいえる。おいしいからと食べて病気に

なってしまう。一人でも多くの人に、ちゃんとした、おい

しい食べ方をしてほしい。生きている間に寝込んだりしな

いで元気で、やりたいことをやってという人生をおくって

ほしい。そのためにも、ちょっとした食事の注意が必要。

同志を育てたいということで、学生を育てている。

〈説明〉大学の概要について

入試広報センタ ーの佐々木浩二部長により「大学の概要

について 」説明が行われた。また、学生2名から、学生生

活や就職活動などの体験談があった。

保健栄養学科の学生からは、養護教諭に求められるもの、

カリキュラムや180単位以上修得することなどの説明のほ

か、感想を含めて話してくれた。全出席が当たり前で、他

の大学と比べると何でうちの大学が厳しいのかと思ったが、

社会人になれば必要なことだと感じたなど、しっかりとし

たプレゼンテ ー ションだった。

実践栄養学科の学生からは、滑り止めで受験して入学し、

モチベ ー ションが上がらなかった1年次から3年次にかけ

ての体験談を話してくれた。いろいろ体験するにつれて、

自分の力のなさを感じて勉学の意欲がわいてきた。常にレ

ポ ート用紙と友達だという感じ。女子栄旋大学でよかった

と感じるようになった。

佐々木部長の説明からは、次の点が印象に残った。

・イトー ヨ ーカドー、イオン、東洋大学駅伝部との産学

連携

・国家試験合格数や臨床検査技師養成数、養護教諭の新

規採用数が多い

・小規模大学なので学生の面倒見が良い（大学417名、

短大160名）

管理栄養士国家試験受験結果

実施年 受験者 合格者 合格率 全国平均

H2 0 2 3 1 2 2 5 9 7 % 32% 

H2 1 2 3 7 2 1 3 90% 29% 

H22 2 3 8 2 2 7 95% 32% 

H2 3 2 3 6 2 2 I 9 4 % 4 1 % 

H2 4 2 2 6 226 100% 49% 

・女子栄餐大学・短大で学ぶということは

「周りが同じ目標に向かって勉強しているから学習

環境が良い。」

「実験・実習が非常に多いので、頭学だけではなく、

実力が身につく。」

「専門科目の配置科目数が多いので、学びたい人は

多くの知識の引き出しを身につけることができる。」

「目標が達成できる。」
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「生涯、 自分の健康な日常生活を送るために役立つ

学問を身につけることができる。」

〈施設見学〉

●香川昇三・綾記念展示室

昭和23 (1948)年に香川綾の考案した計量カップ・ス

プーンの説明を聞く。病気にならないバランスの良い食生

活をスロ ー ガンに人々の健康を守り続けた「四群点数法」、

「健康さわやかカ ード」、「栄養と料理」創刊号、香川綾の

著書などが展示されている。思わず、生活習慣病に対する

食生活の大切さを感じてしまった。

「主食は胚芽米、副食は魚ー豆ー、野菜が四」の食事法

を提唱した経緯などを学習することができ、密度の濃い展

示室である。

●養護実習室

「黒板の前に人が！」と思わせるような人形が置かれて

いる養護実習室。学校の保健室を想定した設備を完備して

いるとはいえ、いろいろな実習ができる設備だと感じる。

学生からの説明にあった「参加型の授業、救急処置など

ロ ー ルプレイング」の実習が行われる。器具は整然と置か

れていた。この実習室に限らず、学内がきれい。栄養学を

学ぶ環境が整えられているというか、学生がそのような学

園の趣旨をよく理解している現れとも感じられた。

［養護実習室］
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1．はじめに

大学進学指導研究委員会では、 望ましい進学指導の在り

方を探ることを目的に平成6年度より、 大学進学に関わる

諸機関の見学をして参りました。

産業界からの強い要望を受けて、 グローバル人材育成に

取り組む大学が増えてきました。 そこで、 今回は、日頃の

取り組みが評価され、 文部科学省から、 平成24年度「グ

ローバル人材育成推進事業」 に選ばれた神田外語大学を見

学しました。

神田外語大学は、 グローバル ・コミュニケ ーションが自

然に生まれるように設計された教育環境を備える一方で、

「グローバル ・コミュニケ ーション研究所」、「児童英語教

育研究センター」、「外国語能力開発センター 」、「言語科学

研究センタ ー」 などの高度な専門分野に特化した附属研究

所を備えています。また、今秋、英語教育のプロフェッショ

ナルを育てることを目指した TESOL修士課程も開設され

ます。 このように、 先進的な取り組みを行なっている神田

外語大学を見学させていただき、 グローバル人材の育成に

ついて考える機会にしたいと考え、本企画を立案しました。

2．場所および期日・協識日程

場所：神田外語大学 クリスタルホ ール

〒261-0014 千葉県千葉市美浜区若葉1-4-1

期日：平成25年8月6日（火） 13:30~16:55 

(1)「グローバル人材育成推進事業」 の取組みについて

(2)グローバル ・コミュニケ ーションが生まれる環境整

備への取組みについて

(3)附属研究所の研究活動について

(4)大学概要 ・ 施設見学

(5)研究協議 及び 質疑応答

3．内 容

〈教育理念〉

酒井邦弥学長より、挨拶と教育理念についての講話があ

り、 企業の人事部の経験から「どうしたら若者が育つの

75 

か」 を交えてグローバル人材育成の考え方などの説明がな

された。

「未来の当たり前を今つくる」。 テレビをあまり見ないが、

コマーシャルにインパクトを感じた。 どう生きるかが、 こ

れからの教育。 過去との連続性は、 自分の父親がこうやっ

ていたが自分は父親とどう違うのか。 未来との連続性が大

事。 未来は予測不可能な部分が多く、難しい。 今までして

きたことをそのままやるのはダメ。昔輝いていた企業は今

どうなっているのか考えてほしい。 過去との連続性を考え

ていても意味がない。 2045年、 30年後を考えてほしい。

日本は高齢化、 団塊の世代が家を建てた多摩ニュー タウン

などは限界集落、廃墟に。都内の半数が空き家になる。 今

の高校生が30年後には働き盛りになる。 どう教育するか。

日本人という DNA を大事にしながら、 究極の多様性の時

代、 多言語多文化を尊敬の念で、 言葉と文化を大切にする。

英語はスキルとしての言葉。

経済同友会で、「ミトコンドリアとカレーうどん」 を溶

け込ませて生活するのが大切と。日本人としての DNA に

多文化異文化を溶け込ませる。 いろいろなことを体験させ

る。 それには外国の言葉と文化を学ぶことが大切。

〈説明〉アドミッションポリシーについて

アドミッションセンタ ーの原田健司係長より「アドミッ

ションポリシーに基づく入試制度」 説明が行われた。

すべての入試にリスニングがある。面接では、 少人数で

のグルー プワ ークで、 語学を学ぶ姿勢、 協力、 モチベ ー

ションを見る。

入学前教育では、 英語の課題（多読）と読書（学科専攻

の先生が選んだ書籍）を課している。 モチベ ーションとと

もに大学生活へのイメー ジを高めるため。

〈説明〉グローバル人材育成について

学事部の長田厚樹部長より「グローバル人材育成推進事

業」 の取り組みについて、 さらに、「TESOLプログラム」

についての説明が行われた。

グローバル人材を育成するための8つの取り組み

①授業をさらに少人数制へ 1クラス20名以下。 週

7コマのうち6コマはネイティブ。 学内完全Wi-Fi化。
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Q 入試で重点を置いているのは何ですか。

A 語学を学ぶためには根気がいるので、モチベー ション

が大切。 グループワ ークを取り入れた学習を行うのでセ

ンタ ー試験以外の受験者には面接を課している。ただ面

接点を合否点に加算するわけではなく、学生の適性を判

断している。

Q 進級が難しいと聞いたのですが。

A 留年率は3％で、20~30人。出席率が悪い、他大学へ

転学、心の病などの理由。語学の授業は3回欠席すると

単位が取れない。課題が毎週あり、提出しないと単位認

定されない。

Q 編入はどれくらいですか。

A 学院の専門学校の学生(120名以上）が3年次に。倍

率は1倍を切っている。2年に編入して3年間学ぶこと

で教職、小学校教諭もとれるようにしている。

Q 語学研究所について教えてください。

A あくまでも学内の先生方のための研究施設。研究した

成果を学外へ発信してもらっている。 現在 TOEIC や

TOEFL 等のテスト間の相関を調べており、語学教育の

研究をしている。専任教員対象の講演も開催している。
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Q 留学の状況について教えてください。

A アメリカの留学は経済的に難しい。州立大学で年間

300万円かかる。そこで、マレー シア19日間で23万円

の短期留学制度を作成した。費用は、JASSO短期留学制

度で8万円借り、残りはアルバイトで。マレー シアの語

学教育はアメリカに比べればレベルは高くないが、いろ

いろなアジア地域の学生との交流が一度にでき教育効果

は高い。また学生の多くはスカイプで海外の学生と交流

を深めており、サルクでスカイプも利用可能である。

Q どのような語学教育を開発していますか。

A 英語を指導する教員も英語が母国語でない方もいる。

世界各国から希望を募り200人。その中から書類選考で

50名にし、学事部部長と語学担当2名の合計3名が出

向いて面接を行い採用する。専任教員の任期は4年。そ

の後、国内の ICU、国際教養、上智などに移籍している。

様々な地域で語学指導をされた経験者を採用して、学内

でお互いの教育実践を付き合わせ常に新しい教育手法を

取り入れている。

（千葉県立船橋高等学校教諭 山本和彦）
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②強み

・理工系総合大学のスケ ー ルメリット

・大学院生在籍数（平成26年5月1日付）

修士：2,63 2人 博士：285人

・同窓高校教員（全国約2,500人の高校教員 ）

全国 高校の半数近くの高校で本学同窓教員 が活躍

・高い社会的評価

満足度調査で86％が「よかった」

●教育への取り組み

• FDの取り組みが積極的に行われている。

・入学時、1年次、卒業時の成績の相関なども研究されて

いる。 入学時と卒業時とは相関がないが、1年次と卒業

時は相関がある。 1年次の勉強が、その後にも関係して

いる。

•主要科目にはTA（ティ ー チングアシスタント） が入る。

•海外に57 大学、6機関の協定校があり、200名（学部

184 、修士16)の学生が留学している。外国人留学生は

266名（ともに平成25年度）。

●進学・就職状況

・高い修士課程進学率

昼間学部 平均54.2%（平成26年3月末）

〈進学率の高い主な学科〉

理学部第一部物理学科(75.0%)

工学部第一部工業化学科(84.0%)

電気工学科(80. 2%)

薬学部生命創薬学科(88.2%)

理工学部工業化学科(81.3%) 

基礎工学部生物工学科(77.6%)

・高い就職率

国家公務員総合職合格者56名 、教員 採用者数 138名

（公立79 、私立59)く平成25年度＞

高校との高大連携プログラムもある。

` 

I
高校生のための企画 「科学のマドンナ」プロジェクト

•女子中高生の理系に対する意識を高め、理学のさらなる普及を
目指します。
(i)「春のマドンナJプロジェクト 葛防キャンパスで実胞(5/31)

（邸）「頁夏のマドンナ」 樟訪東京理科大学で実抱予定(8月上旬予定）

③「秋のマドンナ」プロジェクト 野田キャンパスで実抱予定（11月下旬予定）

〈説 明〉理工系大学としての研究概要について

前職のときから理科大の学生はよく勉強すると感じてい

たという森口副学長より、研究概要についての説明がなさ

れた。

2014年4月に新たに設置された研究戦略・産学連携セ
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ンタ ー について、「理学の普及を以て国運発展の基礎とす

る」という建学の精神を交えて、研究戦略、推進体制の説

明や研究資金・共同研究の実情などの説明がなされた。

「一流の研究をするには、先生が一流の研究をしていな

ければならない」という言葉が印象に残った。

また、卒業生へのアンケ ー トの中で、「高校生に理科大

を勧めるか」の質問では、「勉強するなら勧める」が多かっ

たという。

科学研究費の採択状況は、私大では5年連続5位である。

産学連携も数 多く実施し、共同研究にともなう研究費も私

大では上位である。 また、特許出願も毎年コンスタントに

行われている。

東京理科大学「研究行動憲章」を平成19年に制定し、

研究活動の適正さ、情報の公開と説明責任などを明確にす

るよう努めている。

〈施設見学〉

●工学部第一部機械工学科（小林研究室）

「人に役に立つものをつくる」という小林宏研究室では、

着用型筋力補助装置のマッスルスー ツを体験させていただ

いた。

ぷこ—

重たい荷物を弱い力でも持ち上げることができ、物流や

介護の現場でも利用できるという。
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1．はじめに

大学進学指導研究委員会では、望ましい進学指導の在り

方を探ることを目的に平成6年度より、大学進学に関わる

諸機関の見学をして参りました。

大学では教員の授業内容や方法を改善するための組織的

な取組み「フアカルティ ・ ディベロップメント」(FD) が

義務づけられています。帝京大学は、高等教育開発セン

ターを新たに設置し、FD の充実に積掘的に取り組んでい

ることでよく知られています。教授法の開発、授業評価の

活用、学生の視点に立った授業改善、教員の授業改善のた

めのポートフォリオの導入など、研究、実践を積み重ね、

全学的に改革を進めており、組織的な取組としては、全国

でも類をみません。学習指導要領の改訂にあたり、高等学

校でも、授業方法のエ夫が強く求められており、帝京大学

の試みは高校現場でも参考になると考え、本企画を立案し

ました。

2 ． 場所および期日・協蟻日程

場所：帝京大学 高等教育開発センク ー

〒192-0395 東京都八王子市大塚359番地

期日：平成27年8月6 日（木） 13:30~16:30 

(1) 大学紹介

(2)「帝京大学の FD の取組みについて」

講話 及び 研究協議

(3)施設見学

(4)質疑応答

3 ． 内容

帝京大学高等教育開発センター長の土持ゲーリー法ー氏

による「帝京大学の FD の取組みについて」の講話。

〈パラダイム転換〉

「知識の伝達（教育パラダイム） から学習を生み出す（学

習パラダイム）」ことの重要性を、ジョン ・ タグ博士が

1995年に提唱した。

日本では、中央教育審議会が20 12年8月の答申で、「学

習」を「学修」の文言に変えて、主体的な学びを促してい

る。

学生が一人で勉強して（学習）、学生が勉強したことが

大学で使われる（学修）。学生と教員が隔離していたのが

学習で、それを一体化するのが学修である。

学習主体は学生であり、学生が学びやすい学習環境を生

み出すのが大学である。

〈SCOT〉

"Students Consulting on Teaching"の頭文字を取ったもの

で、日本語では「学生による授業コンサルティング」と呼

び、学生が大学教員の授業のコンサルティングをするとい

うもの。大学から費用が支払われる。どの学生にもできる

のではなく、1年間の研修やインターンシップを受け、大

学から「認定書」が授与された学生に限られる。

授業改善は誰のために行うのか、これは当然、学生のた

めでなければならない。そのような視点に立った授業コン

サルティングを行うのが SCOTである。

記録者あるいは観察者として、SCOTは教室における教

員の行動範囲、板書の仕方、グループ討論などに費やされ

た時間などを記録して教員に提供する。SCOTは授業を

「評価」するのではなく、事実関係を正確に記録する。学

生の視点に立って講義が行われていたか、板書しながら話

すときにはコ ー ドレスマイクを使ってくださいなどの提言

をする。教員から意見を求められたり、事後にレポートを

書く必要がある。

SCOTの取組みに関して、アメリカ ・ ユタ州のユタバレー

大学とブリガムヤング大学の SCOT代表を招いて、国際シ

ンポジウムや研修会を実施。 アメリカの FD 組織である

PODネットワークとFD活動の国際化とネットワークを推

進する共同プロジェクトでは、ワークショップと国際シン

ポジウムを通して、FD 担当者のスキル アップ、教育から

学習への転換について日米で相互に議論し、共有すること

を試みている。

このような場に学生を出すと、成長する。SCOTの成果

として、SCOTを経験した学生は社会性が身に付いたこと

があげられる。しかし、SCOTになる学生が少ない。

〈アクティブラーニング〉

教室に黒板がない。周りはホワイトボ ー ド、可動式のイ

スと机。学生は動いて形に表す。 アクティブラー ニングが

1番進んでいるのがカナダのクイ ーンズ大学。手法を学ん

81 





員 につい

平成に入 って から、本会は全国の進路指導の充実を図 る ために 、「研究活動の活性化」を急速に進めていくこととなる。

そこで、進学指導 、就職指導 、進路学習 、情報の発信の視点から、大学進学指導研究委員会 、就職指導研究委員会 、進路

学習教材検討委員会 、 インタ ー ネット委員会の4 つの委員会を設置することとなった。

全高進大学進学指導研究委員会

『大学進学に望ましい進路指導と大学情報』

その研究の進め方

L研究の必要性

我が国の大学進学希望者の多くは 、将来の社会的役割に

関する認識を含めての自己理解や 、 適切な進学情報の不足 、

あるいはその理解の不足 から、明確な目的意識を持つこと

なく大学を受験しているといわれている。すなわち、大学

の教育・研究への姿勢、学部や学科の教育・研究内容をよ

く検討することなく 、も っばら偏差値を拠り所にして受験

校を決定していることが往々見 かけられる。その結果、 目

的意識を持 たないまま大学生活を無為に過ごしたり、中に

は不本意入学や不 適応という精神的問題を引き起こすこと

さえも生じて きている。

3年間を通じた進路学習の推進により、進学希望者の志

望・適性に応じて大学を主体的に選択できるようにする た

めには 、入試に関する情報だけでなく 、大学教育の内容や

各大学の個性•特色に関する情報を活用することも重要な
一つの手段であると考えられる。さらには卒業後も含めた

自己の将来まで考える契機となり、学習の動機づけにもな

るような進路学習を行うに有効な情報を入手することも必

要である。

こうして大学進学に必要な適切な情報を収集し、高校生

が興味と関心を持つものとなるよう編集したり、 あるいは

そのまま活用できる情報を大学に要請したりすることが考

えられるが 、こ れまで組織立 ってこのような活動が行 われ

ることはなかったといえる。ま た 、その前提となる進学指

導の理論的体系化すらも 、「進学指導＝受験指導」という

構図の中で、進路指導研究の中でも比較的手がつ けられる

ことがなかった分野といえよう。

多くの普通科高校では大学進学が一般化し、そ ればかり

でなく職業教育を主とする高校においてさえも大学進学希

望者が恒常的に存在して きている中で、大学進学に関する

研究を幅広く行うことが求められているといえる。

2．大学進学指導研究委員会の正式発足に至るまでの経過

平成4年9 月19日、 川名幸雄、萩原信 一 、 柳川雅一 、

森茂、池田豊侶、藤沼貞弘、事務局（竹内章、染谷正男、

大村勝久）が参加し、第1回準備委員会（発会式）が 開催

された。その会議で、委員会の在り方の検討と 、委員の選

定を行い、 川名幸雄、萩原信一 、柳川雅一 、岡田英顕、黒

田勝治、平井義晃、南敏明、池田英乗、葛西紘一 、森茂、

池田豊信 、藤沼貞弘、事務局（竹内章、染谷正男、大村勝

久）が準備委員としてスタ ートする。発足に向けての準備

活動の一貫として 、平成4年8 月24日には大学入試セン

タ ーの見学会を実施した。この見学会が 、「大学見学・研

究協議会」として 、その後、毎年続くことになる。

第1回会合（発会式）以来 、約1年間(7回の会合）に

わたり、大学進学指導の在り方についての討議・勉強会を

重ね、平成5年10 月2日、新しく委員として油井邦夫、

渡辺恭男、 川合俊夫、 白倉稟澄、岩沢勁、杉山噸士、藤田

正彦、赤川交平、大池公紀が加 わり、大学進学指導研究委

員会が発足することとなった。

全高進就職指導研究委員会

萩原信 ーが事務局長 から会長へと昇格した平成10年度

末、会長の指示を受けて 、就職指導の研究がスタ ートした。

バブル崩壊後、長期に渡る不況の波は高校生の就職指導に

重大な影響を及ぼしていた。そこで、全国の高校の就職指

導の実態を明らかにし、就職慣行についての意見調査を行

う ためのアンケ ートの作成を1年間 かけて行 った。その報

告書をまとめ、全国の高校にブロック事務局を通じて配布

する活動が就職指導委員会の最初の活動だった。

第1回の就職指導委員会は 、平成11年3 月20日、荒谷

繁（東京・潤徳女子高校）、平野篤士（東京都立芝商業高

校）、佐藤義弘（東京都立淵江高校）、封馬秀男、木村繁良

（千葉県立千葉商業高校）、五島純一（千葉県立松戸馬橋高

校）、横田雄次（神奈川県立大和東高校）、福本剛史（埼玉

県立八潮南高校）が参加し、萩原信ーが校長を務める東京

都立城北高等学校で開催された。7回の会合が経て 、アン

ケ ートを完成させ、アンケ ートを配布、回収、報告冑の作

成を行 った。

全高進進路学習教材検討委員会

本会で発行している進路学習教材の充実と新 たな教材 開

発について提案していくことを 目的に平成12年度に委員

会を設置し活動を 開始した。第1回の会合は平成12年8

月28日（月）に東京都立新宿山吹高校で開催された。委

員長に 、 笹のぶえ（東京都立桐ヶ丘高校）、委員として 、

大池公紀（東京都立晴海総合高校）、 瀬野光孝（東京都立

山崎高校）、 上田敏和（神奈川県立弥栄東高校）、大村勝久

（静岡県立富士宮農業高校）が就任し、事務局として千菓

吉裕（東京都立新宿山吹高校）が担当した。
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出版物一覧
※発行はすべて実務教育出版
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高校生の進路ノ ー ト キャリア・プランニングのために

〈第1学年、第2学年、第3学年〉

昭和52 (1977)年1月発行

ホームルーム担任のための進路指導の計画と展開ー一高校ホームルーム指導細案

昭和52 (1977)年1月発行

高校生の就職ガイド

昭和56 (1981)年3月発行

高校生の進路を考える80章 親子で進路について語り合おう

昭和57 (1982)年7月発行

ホームルーム担任のための進路指導の計画と展開 高校ホームルーム指導細案（改訂版）

〈第1学年、第2学年、第3学年〉

昭和59 (1984)年5月発行

就職BEST GUIDE 

昭和61 (1986)年1月発行

進路指導実務事典

昭和62 (1987)年5月発行

ある青春群像の軌跡 なぜ、 進路学習（ビデオ教材）

昭和62 (1987)年9月発行

高校生の進路ノ ー ト キャリア ・ プランニングのために

〈総合版〉

昭和63 (1988)年2月発行

進学BEST GUIDE 

平成元（1989)年1月発行

専門学校BEST GUIDE 
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表彰者一覧

平成 5 年度

石森 勇

埼玉県高等学校進路指導協議会 会長
埼玉県立浦和商業高等学校 校長

小関 岩雄
関東地区高等学校進路指導協議会 会長
栃木県高等学校進路指導協議会 会長
栃木県立宇都宮商業高等学校 校長

平成 6 年度

大岐 義之
宮崎県高等学校進路指導協議会 会長
宮崎県立都城尚業高等学校 校長

平成 7 年度

井川 省修

茨城県高等学校進路指導協議会 会長
茨城県立下館第一高等学校 校長

小田 敏夫
近畿高等学校進路指導連絡協議会 会長
（前）奈良県立高取高等学校 校長

平成 8 年度

井口 茂

東京都高等学校進路指導協議会
（前）東京都小石川工業高等学校 校長

岩澤 邦明
東京都高等学校進路指導協議会 会長
（前）東京都立墨田川高等学校 校長

平成 9 年度（日本進路指導協会創立70周年記念）

岡田 英顕

東京都高等学校進路指導協議会 事務局長
東京都立両国高等学校 教諭

恩田 安太郎

長野県立松代高等学校 校長
黒田 勝治

東京都高等学校進路指導協議会
玉川塑学院中等部高等部 教諭

志方 正信
近畿高等学校進路指導連絡協議会 会長
兵庫県立星陵高等学校 校長
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鈴木 義雄
東海地区高等学校進路指導連絡協議会 会長
愛知県立愛知工業高等学校 校長

田中 弘志
大阪府立桃谷高等学校 校長

常松 明男

東北地区高等学校進路指導協議会 会長
福島県立福島商業高等学校 校長

萩原 信一

関東地区高等学校進路指導協議会 事務局長
全国高等学校進路指導協議会 事務局長
東京都立城北高等学校 校長

濃野 弘
埼玉県高等学校進路指導協議会 事務局長
埼玉県立浦和商業高等学校 教諭

平井 義晃

東京地区高等学校進路指導協議会 事務局長
東京都立上野高等学校 教諭

松井 隆

関東地区高等学校進路指導協議会 会長
埼玉県立浦和商業高等学校 校長

森 郁郎

全国高等学校進路指導協議会 会長
東京都立上野高等学校 校長

柳川 雅一

関東地区高等学校進路指導協議会 事務局長
神奈川県立弥栄東高等学校 教諭

山谷 敬之

東京都高等学校進路指導協議会 会長
東京都立小山台高等学校 校長

平成 10 年度

石原 道夫
島根県立横田高等学校 校長

平成 11 年度

岡田 文彦

東京都高等学校進路指導協議会 会長
東京都立芝商業高等学校 校長





表彰者一覧

平成20年度 平成24年度

福本 剛史 藤本 進
関東地区高等学校進路指導協議会 事務局長 中国地区高等学校進路指導協議会 会長

全国高等学校進路指導協議会就職指導研究委員会委員・担当事務局 （� 校：長

埼玉県高等学校進路指導協議会 事務局長 山本 和彦

埼玉県立浦和商業高等学校 教諭 千葉県高等学校進路指導協議会 理事

渡辺 洋 全国高等学校進路指導協議会 大学進学指導研究委員会委員

東京都高等学校進路指導協議会 会長 千葉県立松戸国際高等学校 教諭

東京都立広尾高等学校 校長

平成21年度

米田 省三

東北地区高等学校進路指導協議会 会長

青森県等学校進路指導協議会 会長

青森県立三本木高等学校 校長

藤井 文雄

全国高等学校進路指導協議会 会長

東京都高等学校進路指導協議会 副会長

東京都立清瀬高等学校 校長

平成22年度

白井 上二

東海地区高等学校進路指導連絡協議会 事務局長

愛知県立愛知商業高等学校 教諭

染谷 正男

関東地区高等学校進路指導協議会 事務局長

全国高等学校進路指導協議会 事務局

平成23年度

天野 角男

関東地区高等学校進路指導協議会 会長

千葉県高等学校進路指導協議会 会長

（前）千葉県立千葉工業高等学校 校長

稲垣 孝之

京都府立高等学校進路指導研究協議会 事務局長

京都府立高等学校進路指導研究協議会 会長

京都府立洛西高等学校 校長
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平成25年度

荒瀬 克己

京都市高等学校進路指導研究協議会 会長

京都市高等学校進路指導研究協議会 事務局長

（前）京都市立堀川高等学校 校長

柏俣 廣行

関東地区高等学校進路指導協議会 会長

全国高等学校進路指導協議会 監査

埼玉県高等学校進路指導協議会 会長

平成26年度

上條 藤夫

大阪府高等学校進路指導研究会 会長

大阪府高等学校進路指導研究会 事務局長

（前）大阪府立佐野工科高等学校 校長

山口 雄二

全国高等学校進路指導協議会 就職指導研究委員会委員長

（前）埼玉県立川口工業高等学校 教諭

平成27年度

柿沼 浩二

関東地区高等学校進路指導協議会 事務局長

全国高等学校進路指導協議会 就職指導研究委員会委員

埼玉県高等学校進路指導協議会 事務局長

埼玉県立熊谷商業高等学校 教諭

仙田 信

東海地区高等学校進路指導連絡協議会 事務局長

愛知県立愛知商業高等学校 教諭





全国嘉等学校進路指導協議会会則

第1章 総 則

第1条（名称）

本会は全国高等学校進路指導協議会と称する。

第2条（目的）

本会は全国の高等学校における進路指導に関する連絡調

整・研究協議を行い、教育の充実発展に資することを目

的とする。

第2章 事 業

第3条（事業）

本会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

(1)進路指導に関する情報の交換、連絡調整。

(2) 進路指導に関する研究調査及び研究発表会・研究及

び出版。

(3) 関係各種機関（諸官庁・公共職業安定所・経済諸団

体・各種団体・各事業所・中学校・専門学校・短大・

大学・校長会等）との連携。

(4) その他必要と認めた事項。

第3章 組 織

第4条（会員）

本会の会員は、本会の趣旨に賛同する全国の高等学校を

もって組織する。

第5条（組織）

本会の組織は、全国を北海道・東北•関東・北信越・東

海・近畿・中国・四国・九州および東京の 10 ブロック

に分ける。

第4章 役 員

第6条（役員）

本会に次の役員を置く。

会長 1名

副会長 11名

理事 原則として各都道府県2名

常任理事 各ブロック2名

監事 2名

顧問 若干名

第7条（役員の任務）

役員の任務は次の通りとする。

(1) 会長は本会を代表し、会務を統括し、理事会の決定

に基づき副会長・理事・常任理事及び監事を委嘱す

る。

(2) 副会長は会長を補佐し、会長事故ある時はその職務

を代行する。

(3) 理事は本会の基本方針を審議決定する。

(4) 常任理事は本会の事業の企画・立案およびその他の

重要事項を審議し、その運営にあたる。

(5) 監事は会計を監査する。

(6) 顧問は本会の相談役であり、議決権を持たない。
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第8条（役員の選出）

役員の選出は次の通りとする。

(1) 会長・副会長は常任理事会で推薦し、理事会で決定

する。

なお、副会長は原則として各ブロック会長および私

学より1名とする。

(2) 理事は原則として各都道府県より選出された各都道

府県会長および事務局長とする。

(3) 常任理事は、原則として、各ブロックより選出され

た各ブロック会長および事務局長とする。

(4) 監事は理事会において選出する。

(5) 顧問は原則として本会の歴代の会長とし、常任理事

会の推薦を得て理事会の承認を必要とする。

第9条（役員の任期）

役員の任期は1 年間とする。 ただし、再任を妨げない。

第5章 会 議

第10条（会議）

本会を運営するために、次の会議を開く。

(1)理事会（総会）は、原則として年1回会長が招集す

る。

(2) 常任理事会は、必要に応じて開催する。

(3) その他の会を、必要に応じて開催することができる。

第6章 事 務 局

第11条（事務局）

本会の事務局は、原則として会長勤務校に置き、会務を

処理する。

第12条（事務局細則）

事務局に関する細則は事務局規定として別に定める。

第7章 会 計

第13条（経費）

本会の経費は会費・事業費その他の収入をもってこれに

充てる。

第14条（会費）

本会の会費は年額、1 校につき 300 円とする。

第15条（会計年度）

本会の会計年度は毎年 4月1 日に始まり翌年 3月31 日

に終わる。

第16条（経理細則）

本会の経理に関する細則は経理規定として別に定める。

第8章 改 正

第17条（改正）

本会の会則の改正は、総会において出席者の 3 分の 2 以

上の賛成を必要とする。

附則 本会則は平成 2 年 4 月 1 日を以て施行する。

平成 3 年 7月30 日一部改正。





全国寓等学校進路指導協議会経理親定

第1条（目的）

本規定は全国高等学校進路指導協議会会則第 7 章第 16

条に基づき経理に関する細則を定めたものである。

第2条（適用範囲）

本会の会計は年度会費、事業収入、寄付金等によって構

成し、その経理事務はこの規定の定めるところによる。

第3条（帳簿等）

事務局は予算及び会計に関する帳簿、及び伝票等必要な

書類を備え、所要の事項を整然かつ明瞭に記録するもの

とする。

第4条（予算の統括）

予算に関する事務は会長が統括する。

第5条（経理責任者）

経理責任者は事務局長とする。

第6条（事業計画・収支予算の作成）

本会の次年度事業計画及び収支予算は毎事業年度開始前

に作成し、 理事会（総会）の承認を得ることとする。

第7条（支出予算の実施）

本会の支出予算の執行者は会長とし、やむをえない場合

は経理責任者（事務局長）がこれを行い、会長に報告す

るものとする。
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第8条（出納の管理）

金銭の出納は、経理責任者（事務局長）の承認を得た会

計伝票に基づいて行い、支払いに際しての領収書は保管

するものとする。

第9条（決算書類の作成）

経理責任者（事務局長）は毎事業年度終了後、すみやか

に当該事業年度末における会計の収支について計算を行

い、決算書類を作成するものとする。

第10条（監査）

(1) 監査については前条の整理を行い決算終了後、監事

の監査を受けるものとする。

(2)監事は帳簿・伝票類・銀行預金残高及び前項の計算

書類等について、計算処理の適否を監査し報告害を

提出するものとする。

第11条（事業報告・決算承認）

収支決算と監査の結果については事業報告とともに理事

会（総会）の承認を得るものとする。

第12条（出張経費等）

役員及び事務局長等の出張旅費は全国高等学校進路指導

協議会の旅費規程によるものとする。

附則 本規定は平成 2 年 4 月 1 日を以て施行する。





あとがき

この40周年記念誌を作成するにあたり、過去の記録を

見直す機会を与えられ、全高進創設時の思いや苦労を窺い

知ることができました。創設後も、幾度かの困難に遭遇す

ることもあり、会の継承、存続に尽力された諸先輩方への

敬意の念を深めつつ、心より感謝を申し上げます。創設当

時、高校生を取り巻く急速な社会環境の変化に呼応し、諸

機関とともに連携して、組織的、現実的に対処すべく全国

組織へと形作られていく様子を知ることができました。

全高進の40年の歴史を振り返ってみると、日本経済と

相応して改革されていく日本の教育の変容が見えてきます。

全高進設立を促した歴史的出来事は、1973（昭和48)年

2月の円の変動相場制への移行ではないかと想像します。

1ドル 360円の固定相場だったものが、1971年に 308円に

なり、変動相場制へ移行後、数年で、200円台を切るまで

円高が進行しています。高校卒業者を受け入れていた製造

業が求人を大幅に縮小したことが推測されます。また、文

部省中央教育審議会の「今後における学校教育の総合的な

拡充整備のための基本的施策について」いわゆる四六答申

によって、高等教育の拡充が進められ、進学者が大幅に増

加します。197 0年代の変化はその後の日本の教育に大き

な変化を及ぼすことになりました。

産業構造の変動は、松下幸之助を座長とする「世界を考

える京都座会」での教育への提言を導き、臨時教育審議会

の答申、それを受けた中央教育審議会の答申、学習指導要
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領の改訂により、個性尊重の教育、生涯学習社会への基盤

整備が進んでいきます。キャリア教育の推進も、この流れ

の中に位置づけられます。生涯学習社会の顕在化によって、

学校教育中心の教育基本法が改正されました。

教育が変わるのには非常に長い年数がかかることを改め

て実感します。また、それぞれの時代に、未来社会を的確

に予想し、改革の方向を適切に進めている行政の力にも驚

かされます。

科学技術の進展により高度情報化社会が顕在化し、グ
ロ ーバル化をさらに加速しています。高校生を取り巻く社

会環境は、一層急速に変化しています。これまでにない敏

速な対応が求められることになると思います。状況は変わ

れど、理念は変わらず、これまで同様、良き教育の実現、

良き社会の形成に、本会がこれからもかかわっていくこと

を祈念しています。これまで本会の活動にご理解・ご協力

をしていただいた方々に感謝いたします。

掲載したお名前、ご所属などにつきましては、『五周年

記念誌』『十周年記念誌』『二十周年記念誌』などをもとに

しました。誤植ではないかと思う箇所もございますが、確

認できる原本も残っておらず、そのまま掲載させていただ

きました。お気づきの点などがございましたら、事務局ま

でお知らせいただければ幸いに存じます。最後に、今回の

記念誌作成にご尽力いただいた多くの方々に心よりお礼を

申し上げます。

全国高等学校進路指導協議会 事務局長

東京都立晴海総合高等学校 主幹教諭

千葉吉裕
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